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 本章では、構造物‐杭‐地盤系の動的挙動を適切に表現するために、動的 Winkler 型地盤要素
と杭を含む有効な連続体モデルが用いられる（Gazetas and Dobry 1984; Dobry and Gazetas 
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図 2.1 Winkler 型地盤要素を介した自由地盤により支持された構造物‐杭系 
 
2.2 構造物‐杭‐地盤系のモデル化 
 図 2.1 に示されるような構造物‐杭‐地盤系を考える。杭基礎は複数本の杭から成ると仮定す
る。 と はそれぞれ上部構造第 i 層の質量および基礎版の質量を表すとする。上部構造第 i 層




ii iK k ciω= + で表され、 i は虚数単位、ωは外乱の振動数である。ここでは、半無限一
様基盤の上に、水平境界を有する層状地盤が存在すると仮定する。構造物‐杭系は Winkler 型地
盤（Gazetas and Dobry 1984; Dobry and Gazetas 1988; Kavvadas and Gazetas 1993; Nikolaou 
et all. 1993; Takewaki 2003）を介して自由地盤と繋がれている。杭は複数本存在するが、ここで
は 1 本の杭に関する定式化を行い、構造物はせん断型モデルとする。杭頭は基礎梁に固定されて
いる、すなわち杭頭の回転角は零とする。構造物のアスペクト比は、ロッキングの影響が無視で
きるほど小さいものとする。Winkler 型地盤要素の剛性は、（Gazetas and Dobry 1984; Dobry and 
Gazetas 1988）において提案されている杭頭固定に対する値を採用する。Winkler 型地盤要素の
減衰係数は、水平方向への逸散減衰と線形履歴減衰（Gazetas and Dobry 1984; Dobry and 
Gazetas 1988; Kavvadas and Gazetas 1993;  Takewaki 2003）を組み合わせたものとする。こ
れは振動数に依存する減衰係数を導く。 
 地表面と接する地盤層を第 1 層の地盤層とし、地表面から下方に第 1 層地盤層内の座標 をと
る。 は第 1 層地盤の厚さを表すものとし、
1z
1L 1 1,sV ρ はそれぞれ第 1 層地盤のせん断波速度と質量
密度を表すものとする。今、表層地盤が 1 層から成る場合、基盤のせん断波速度と質量密度は、
それぞれ 2 2,sV ρ で表される。表層地盤と基盤の線形履歴減衰比を含む複素せん断波速度は、それ
 6
ぞれ * *1, 2s sV V
1 1 i
で表される。 はそれぞれ杭のヤング係数、断面 2 次モーメント、単位長
さあたりの質量を表すものとする。表層地盤の Winkler 型地盤要素のインピーダンスは
, ,p p pE I m








する。粘性境界の減衰係数は、 2 2sC Vρ= である。 
 は、表層地盤内の杭の水平変位を表すものとする。表層地盤内の杭の運動方程式は、
次式で表される。 
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(1) * * * *
1 1 2 3
ˆ/ (0) 1/(x pk P U D D D D= = + + +  (2.8) 
 
このインピーダンスは、次の境界条件から求められる。 
(1) 杭頭におけるせん断力と i tPe ω の釣合い 
(2) 杭頭で回転角が 0 である 
(3) 杭先端におけるせん断力と粘性境界における減衰力との釣合い 
(4) 杭先端における曲げモーメントが 0 である 
これらの条件は、次のように表現される。 
 
1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 1
3 3 3 3
1 1 1 1 2
i i3 3 3 3
31 1 1 1
i i2 2 2 2 41 1 1 1
i i
i i
( i ) ( i ) ( i ) ( i )
P P P P P P P P
L L L L
P P P P P P P P
L L L L
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λ λ λ λ
λ λ λ λ
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− −
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⎫ ⎧ ⎫⎪ ⎪ ⎪ ⎪−⎪ ⎪ ⎪ ⎪=⎬ ⎨ ⎬⎪ ⎪ ⎪ ⎪⎪ ⎪ ⎪ ⎪⎩ ⎭⎩ ⎭
 (2.9) 





して境界処理された 3 次元有限要素モデルを用いた解析結果との比較、Green 関数を用いた詳細
な解析結果との比較を通して明らかにされており、kinematic interaction および inertial 
interaction ともに良好な対応を示すことが報告されている (Gazetas and Dobry 1984; 
Kavvadas and Gazetas 1993; Makris and Gazetas 1992; Gazetas et all. 1993)。一例として、単
杭のインピーダンスについて、文献 (土方ら 1994)（文献中の表 1 の BASE-CASE）に示されて










































図 2.2 単杭のインピーダンス（薄層法との比較） 
 
 














1 3/( 2 )GM d Eρ ω     















1 3/( 2 )GQ d Eρ ω  
 


















Bending moment (Nm)      











Shear force (N)  
 
(a) 杭曲げモーメントの最大値        (b) 杭せん断力の最大値 
 
図 2.4 単一点入力有限要素モデルによる杭曲げモーメント及び杭せん断力の最大値 
 
2.4.2 地震時の観測データとの比較 
 本論文で提案する Winkler 型地盤要素モデルの妥当性を調べるために、実際の杭基礎構造物に
対する解析モデルを構築した（Nikolaou et all. 1993; Takewaki 2003）。対象とする建物は、横浜
市に存在する図 2.5 に示されるような、長さ 30m, 直径 1.7m の場所打ちコンクリート杭 20 本で
支持された 12 層鉄骨造建物である。杭の曲げひずみの最大応答を比較するために、図 2.6 に示さ
れるような有限要素モデル（Takewaki 1999, 2003）が用いられる。この有限要素モデルは、本
論文で提案する Winkler 型地盤要素を含んでおり、異なる点は、自由地盤と杭に対する変位関数
である。自由地盤と杭の変位関数は、それぞれ 1 次関数、3 次関数とする。図 2.7(a)は本敷地地

















図 2.6 構造物‐杭‐地盤系に対する有限要素モデル 
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図 2.7 (a) 地盤のせん断波速度分布, (b) 提案された Winkler 型地盤要素を含む解析モデルにより計





 表現を簡単にするため、4 本の杭、すなわち、杭 1,2,3,4 を考える。この節では、一例として杭
2 に及ぼす杭 1 の影響係数を説明する。その他の場合も、同様に扱われる。慣性力による杭 1 の
杭頭水平変位に対する、杭 1 の杭頭に作用する慣性力に起因する杭 2 の付加的な杭頭水平変位の
比は、文献（Makris and Gazetas 1992）より次のように得られる。 
 
杭2 の位置
11( )u z ( )Su z
( )Su z
21( )u z












11( ) ( , ) ( )Su z r u zψ θ=
 






,s pE E ：地盤及び杭の弾性係数 
,s pρ ρ ：地盤及び杭の密度 
pA ：杭の断面積 
d  ：杭の断面の直径 
pI  ：杭の断面 2 次モーメント 
sV ：自由地盤のせん断波伝達速度 
sβ ：自由地盤の履歴減衰比 
p pm pAρ= ：杭の単位長さにおける質量  
文献（Gazetas and Dobry 1984; Dobry and Gazetas 1988; Kavvadas and Gazetas 1993;  
Takewaki 2003; Makris and Gazetas 1992）に従って、表層地盤の Winkler 型地盤要素の剛性と
減衰係数は、次のように計算される。 
 
1.2x sk E≈  (2.10a) 
0.25
0 06 2 xx s s s
s
k dc a V d a
V
ωρ β ω
− ⎛ ⎞≈ + ⎜ ⎟⎝ ⎠
=  (2.10b) 
 





図 2.9 Winkler 型地盤要素の減衰比：履歴減衰と逸散減衰の組み合わせ 
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＜step1－単杭のたわみ＞ 
図 2.8 において、杭のたわみを調和運動 11 11( ) ( )






( ) ( )p p x x
d U zE I k i c m U z
dz











{ } { } { } { }
{ }
4 3 2
11 11 11 11 11
2
11
( ) (0) (0) (0) (0)
( ) ( ) 0
p p
x x
E I s L U z s U s U s U U
k i c m L U zω ω
⎡ ⎤′ ′′ ′′′− − − −⎢ ⎥⎣ ⎦
+ + − =
 (2.13) 
 
これより、        
 
2 3
11 11 11 11 114 4 4 4 4 4 4 4
1{ ( )} (0) (0) (0) (0)
4 4 4 4
s s sL U z U U U U
s s s sλ λ λ λ










k i c m
E I
ω ωλ ⎧ ⎫+ −⎪ ⎪= ⎨ ⎬⎪ ⎪⎩ ⎭
Q , 1111 ( )
dUU z
dz
′ = ) 
 
ここで境界条件は、[a] 杭頭において、回転角零 → 11 (0) 0U ′ =   
         [b] 杭先端において、たわみ零 → 11( ) 0U ∞ =   
まず境界条件[a]（ ）より(2.14)式は、 11 (0) 0U ′ =
 
{ } 311 11 11 114 4 4 4 4 41( ) (0) (0) (0)4 4 4
s sL U z U U U
s s sλ λ λ





{ }11 11 113 2 2 2 2 2 2 2 2 2
11 2 2 2 2
1 ( ) ( ) 1( ) (0) (0)
8 ( ) ( ) 4 ( ) ( )
1 (0)
2 ( ) ( )
s sL U z U U
s s s s
s sU
s s
λ λ λ λ λ λ
λ λ λ λ λ λ λ λ λ λ
λ λ
λ λ λ λ
⎧ ⎫ ⎧ ⎫− − + +⎪ ⎪ ⎪ ⎪′′′ ′′= − − + −⎨ ⎬ ⎨ ⎬− + + + − + + +⎪ ⎪ ⎪ ⎪⎩ ⎭ ⎩ ⎭





11 11 11 11 113 3 2
11 11 11 113 3 2
1 1 1 1( ) (0) (0) cos (0) (0) sin
28 8 4




U z U U e z U U e z
U U e z U U e
λ λ
λ λ z
λ λλ λ λ
λ λλ λ λ
− −
⎧ ⎫ ⎧ ⎫′′′ ′′′ ′′= − + + +⎨ ⎬ ⎨ ⎬⎩ ⎭ ⎩ ⎭
⎧ ⎫ ⎧ ⎫′′′ ′′′ ′′+ + + −⎨ ⎬ ⎨ ⎬⎩ ⎭ ⎩ ⎭
 (2.16) 
 
ここで、境界条件[b]（ とすると ）より、 z →∞ 11 0U →
 
11 113
1 1(0) (0) 0
28
U Uλ
′′′− + =  (2.17a) 
11 113 2







従って、 とおくと、 11 0(0)U =
 
11 0( ) (cos sin )







い、図 2.10 のようなモデルを考える。図 2.10(a)のように、ある方向に杭が変位する時、図 2.10(b)
のような変位方向に垂直な 2 つの 1/4 平面において、せん断波（速度 sV ）が生じ、変位方向の 2















図 2.10 2 次元波動伝播モデルの概念図 
 
地盤の変位を、2 つのパラメター （単杭からの距離）、r θ （振動方向に対してなす角）を用い
て考察すると、 
 
11( , , ) ( , ) ( )
i t
s su r z U e r u z
ωθ ψ θ= =  (2.19) 
（ ( , )rψ θQ は位置による振幅比、 は(2.18)式） 11( )u z
 
今、 ( ,0)a rψ=  , ( , )
2


















図 2.11 を考え、振幅比対応楕円から、 
 




2( , ) ( ,0) cos ( , )sin
2
r r r 2πψ θ ψ θ ψ θ≈ +  (2.21) 
 
の近似式を得る。また ( ,0)rψ  , ( , )
2
r πψ  については次式を用いる。 
 
( ) ( )00( ,0) exp exp
La La
r r i r rr
r
V Vr
βω ω 0ψ ⎛ ⎞ ⎛− − − −= ⎜ ⎟ ⎜⎝ ⎠ ⎝
⎞⎟⎠
 (2.22a) 
( ) ( )00( , ) exp exp
2 s s
r r i r rr
r
V Vr








(2 1/ r は、幾何学的（放射状）に波動が広がることからくる振幅の減衰
を示し、一方で ( )exp βω− は、地盤における履歴減衰を表す。また、 ( )exp /i r Vω− は、 0/r V θ =


















21" ( )mu z−
 
図 2.12 地盤から杭 2（receiver）へ入力する振動波 
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地盤から入力を受ける別の杭 2 を考える。すなわち、step2 において導出された地盤変位(2.19)
式を用い、杭 2 への効果を考える。杭 2 に入力を及ぼす地盤自身も ( , , )su r zθ だけ変位している
ため、杭 2 の変位を 21 21( ) ( )
i tu z U z e ω= とすると、Winkle 型地盤要素の地盤－杭相互作用による
変位は、{ }21( )u z u− 2）。従って、支配微分方程式は以下のようになる。 ( )s z となる（図 2.1 
{ } { }2 ( ) ( )d u z u z−2121 2120
( )( ) ( )lim ( ) ( ) 0sx s xz
d u zQ z dz Q z m k u z u z c
dz dtdt→







( ) ( ) ( ) ( ) ( )p p x x x x s
d U zE I m k i c U z k i c U z
dz
ω ω ω− + − − = − +  (2.24) 
 
こで(2.18)(2.19)式より、 11 0( ) ( , ) ( ) ( , ) (cos sin )
i t z i t
su z r U z e r U e z z e






( ) ( ) ( ) ( ) ( , ) (coszp p x x x x
d U zE I k i c m U z k i c r U e z z
dz












21 21 21 21 214 4 4 4 4 4 4 4
4
02 4 4 2 2
1( ) (0) (0) (0) (0)
4 4 4 4




s s sL U z U U U U
s s s s
k i c sr U
k i c m s s
λ λ λ λ
ω λλ ψ θω ω λ λ λ
′′′ ′′ ′= + + ++ + + +
+ ++ + − + + +
 (2.26) 
 
条件は、step1 と同様に、[a] 杭頭において、回転角零  
 
21 (0) 0U ′ =  
[b]  杭先端において、たわみ零 0
境界





k i c m
ω
ω ω




21 21 21 214 4 4 4 4 4
4
0 4 4 2 2
1( ) (0) (0) (0)
4 4 4
( 2 )4 ( , )
4 ( )





λ λψ θ λ λ λ
′′′ ′′= + ++ + +










0 4 4 2 2
2
0 2 2 2 2
2 2 2 2 22 2
( 2 )4 ( , )
4 ( )
3 1( , )
8 3( ) ( )
3 5







λ λψ θ λ λ λ
λ λψ θ λ λ λ λ λ
λ λ λ
λ λ λ λ λ λ
⎡ ⎤+⎢ ⎥⎢ ⎥+ + +⎣ ⎦
⎡ ⎧ ⎫−⎪ ⎪⎛ ⎞= + − −⎢ ⎨ ⎬⎜ ⎟− + ⎝ ⎠ − +⎪ ⎪⎢ ⎩ ⎭⎣
⎤⎧ ⎫⎧ ⎫ ⎥+ +⎪ ⎪⎪ ⎪⎛ ⎞+ −⎨ ⎬⎨ ⎬⎜ ⎟ ⎥+ + ⎝ ⎠ + +⎪ ⎪⎩ ⎭⎪ ⎪⎥+ +⎩ ⎭⎦
 (2.28) 
   
ラプラス逆変換を実行すると、 
 
21 21 21 21 213 3 2
21 21 21 213 3 2
0
1 1( ) (0)U z U U 1 1(0) cos (0) (0) sin
28 8 4
1 1 1 1(0) (0) cos (0) (0) sin
28 8 4





e z U U e z
U U e z U U e z




λ λλ λ λ
λ λλ λ λ
ψ θ λ λ
− −
⎫ ⎧ ⎫′′′ ′′+ +⎨ ⎬ ⎨ ⎬⎩ ⎭ ⎩ ⎭
⎧ ⎫ ⎧ ⎫′′′ ′′′ ′′+ + + −⎨ ⎬ ⎨ ⎬⎩ ⎭ ⎩ ⎭
⎧+ − −⎨⎩
⎧ ′′′= − +
23 5 1cos sin sin
8 3 2
z z ze z e z ze zλ λ λλ λ λ λλ
− − −
⎡ ⎫⎬⎢ ⎭⎣
⎤⎧ ⎫ ⎧ ⎫+ + +⎨ ⎬ ⎨ ⎬⎥⎩ ⎭ ⎩ ⎭⎦
 (2.29) 
 
21 21 21 03
21 21 03 2
21 21 03
21 21 0 03 2
1 1 3( ) (0) (0) cos
2 88
1 1 1(0) (0) sin
88 4
1 1 3(0) (0) cos
2 88






U z U U H U e z
U U H U e z
U U H U e z








λ ψ ψλ λ
−
−
⎧ ⎫′′′∴ = − + −⎨ ⎬⎩ ⎭
⎧ ⎫′′′ ′′+ + +⎨ ⎬⎩ ⎭
⎧ ⎫′′′+ + +⎨ ⎬⎩ ⎭






21 21 03 2
1 1 3)(0 (0) 0
2 88
1 1 1(0) (0) 0
88 4
U U H U
U U H U
ψλ
ψλ λ
− + − =























21 21 0( ) (0) (cos sin ) ( , ) sin2
z zU z U e z z H r U zeλ λλ zλ λ ψ θ λ− −= + +  (2.33) 
                    同次式の解           特解 
 
更に、step1 の境界条件とは別に、杭 2 の杭頭においてせん断力は零であるから、
 
 
21 (0) 0U ′′′ = が
いえる。ここで、 
 




















kU z U e z z z z
k i c
















k i c m
ωα ψ θ ω ω
+= + −  (2.37) 
 
21α は群杭効果の水平応答を解析する際に用いる重要な杭頭間の関係比である。 
文献 (Makris and Gazetas 1992) の
) の厳密なモデルによる結果と比較することにより証明されている。これは、後の 2.6.1 節
で示
 
に、一例として、杭 2 に及ぼす杭 1 の影響係数を説明する。その他の場合も 
様に扱われる。動的入力による杭 1 の杭頭水平変位に対する、杭 1 に作用する動的入力に起因
kris and Gazetas 1992) より次のように得ら
れ
方法の妥当性は、著者らにより、文献 (Kaynia and Kausel 
1982
される。 
2.5.2 垂直 S 波による調和入力（強制変位）問題 
2.5.1 節のよう
同




杭2 の位置 杭 2ff ( )u z 11( )u z 11 11 ffu u u
＜STEP 1＞ ＜STEP 2＞ ＜STEP 3＞
ff ( )u z
Δ = −
11Su uψΔ = Δ
地盤の変位 21( )u z
 
図 2.13 動的入力（強制変位）に対する問題 
 






と、ここでは杭先端が z L= の面とピン固定関係にあり、杭先端の変位が z L= の面の変位と一












11" ( )mu z−
11{ ( ) ( )}ffu z u z−
( )ffu z





11{ ( ) ( )}ffu z u z−
x
z  
図 2.14 杭 1（source）に入力される強制変位 
 
2.5.1 節と異なる点は、基本的に、この step1 における入力が杭頭における慣性力ではなく、
の面に強制振動入力 i tg gu U e
ω= を与え、それが地盤を垂直に伝わりz L= 、Winkler 型地盤要素
て、杭 1 2.14）。を介し に入力されるという点においてのみである（図 gu により基盤面から垂直
に伝わる波を ( ) ( ) i tff ffu z U z e
ω= とすると、その支配微分方程式は、以下のようになる。 
 21




2.5.1 節 Step3 と同様） Q
こ り、 の面において( )ffU z
は
z L=
( )ff LU gU に等しい。）を用い、1 次元波動理論から決定される。 
れる。
線形履歴地盤であると仮定しているので、自由地盤の水平変位 ( )ffu z は、以下のように求めら










si t z VE e ω +
*( / )
1
si t z VF e ω −
 

















i t z V i t z V
i z V i z V i t
i t
s
u z E z e
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*( ) / cos cos
i t
s
u z U L z e
V
ωω ω⎛ ⎞⎛ ⎞ ⎛ ⎞= ⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎟⎟⎠
 (2.43) 
更に、
⎜⎜ ⎟ ⎜⎜ ⎟⎝ ⎠ ⎝⎝ ⎠
 




11x x p xc4
( ) cos( ) ( ) ( )
cosp p x g
d U z zE I k i m U z k i c U
Ldz







11 114 4 44 4s sλ+ + 11 11 114 4 4 4 4
4 4






s s sL U z U U U U
s s
Uk i c L z
E I L s
λ λ λ
ω δδ λ










+ = と置くと、(2.45)式の最後の項は、 
 
[ ] 4 4 4 4 2 2
2 2 2 2 2 2
1 1 sKcos
4 4
( ) ( )
KL z
s s s
A s B C s D E s FK
s s s
δ λ λ δ
λ λ λ λ δ
+ + +





2 2 2 2( ) ( )
A s B C s DK
s sλ λ λ λ








( ){ }( ) ( ){ }( ) ( )( )
( )( )
2 2 2 2
2 2 2 2 2 2 2 2 4 4
4 4 2 2
( )
( ) ( ) 4
4
A s B C s D E s FK
s s s
A s B s s C s D s s E s F s
K
s s
λ λ λ δ2 2( )λ
λ λ δ λ λ δ λ
λ δ
⎧ ⎫′ ′ ′ ′ ′ ′+ + +⎪ ⎪+ +⎨ ⎬+ + +⎪ ⎪⎩ ⎭





{ } { }2 2 2 2 2 2 2 2 4 4( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( 4s A s B s s C s D s s E s F s )λ λ δ λ λ δ′ ′ ′ ′ ′ ′= + − + + + + + + + + + + λ
 (2.48) 






( )( 4 )
( 4 ) ( 4
i E i F
E i F
δ δ δ λ
δ δλ δ λ
′ ′= + +










( 4 ) 0 0
E E
F F
δ δ δλ δ λ  (2.50a,b) 
δ λ
′ ′= + → = +






′ ′+⎧ ⎫⎨ ⎬+⎩ ⎭従って、特 の逆変換は次のようになる。 
 





p p x x
k i cK z U U
L LE I k i c m
ω δ δδ δ δδ λ δ ω ω
+= = Γ+ + + −  (2.51) 
                                      （ 4 2
x x
p p x x
k i c
E I k i c m
ω
δ ω ω
+Γ = + + −Q ） 
 
以上より、(2.44)式の解は、未定係数 A,B,C,D を用いて、以下のように表現できる。 
 
11( ) ( cos sinU z e A z B




zz e C z D z U
L
λ λ δλ λ λ λ δ
−+ + + Γ  (2.52) 
 







cos z( ) ( )
cosg f
U z U U z
L
δ


















( )ffu z 11( )u z
( )ffu z
11 11( ) ( ) ( )ffu z u z u zΔ = −
 
 
図 2.16 地盤への影響変位 
 
図 2.13 のように、入力振動 が存在するならば、( )ffu z 11( )u z との差 11 11( ) ( ) ( )ffu z u z u zΔ = −  
が、杭 1 が地盤に対して与える影響変位ということになる。この振動 11( )u zΔ が杭 1 から発せら
れ、水平に広がっていくが、 2.5.1 節 step2 と同様に、 杭 2
の位置における地盤振動
その際、 振動波の減衰が起こるため、
suΔ は次のようになる。  











において、杭 に入射する振動波 suΔ により杭 2 に発生する変位は、2.5.1 節の step3 と







221( ) cos( ) ) ( ) ( , ) ( 1)
cosp p x x p x x g
d U z zE I k i c m U k i c r U
Ldz 214




21 1 1 1 1




zU z r e A z B z e C z D z U
L
λ λ δψ θ λ λ λ λ δ









cos( ) ( , ) ( 1)
cosg
zU z r U
L
δψ θ δ≈ Γ Γ −  (2.58) 
 
これと(2.53)式より、強制変位入力における杭 1‐杭 2 間の相互作用係数 21 21 11( ) / ( )U z U zα =  
は以下のようになる。 
 


















図 2.17 構造物‐杭－地盤系モデル（上部構造 5 層） 
 
2.5.3  層間変位 





ものと仮定する。 11 22 33 44
i t
g gu U e
ω=, , ,U U U は、工学的基盤面において動的強制変位U を受け
 26
る杭 1,2,3,4 の群杭効果を考慮しない（単杭として考えた場合の）杭頭水平変位を表すとする。全
ての杭のサイズが等しい場合、 11 22 44U U= である。 ( 1 ~ 4, 1 ~ 4)ij i j33U U= = α = = は、杭頭
慣性入力による群杭効果を考慮しない杭 j の杭頭水平変位に対する、杭 j の杭頭慣性入力に起因す
る杭 i の付加的な杭頭水平変位の比を表すものとし、 ( 1 ~ 4, 1 ~ 4ij i j )α = = 力による
群杭効果を考慮しない杭 j の杭頭水平変位に対する、杭 j に作用する動的入力に起因する杭 i の付
加的な杭頭水平変位の比を表す













(3 1 2 3 4, , ,P P P P




12 21 11 2 13 33 14 44 12 13 14(1) (1) (1) (1)
x x x x
P Pα α (2.60) 
 
基 件より、
P PU U U U U
k k k k
α α α α= + + + + + + +  
礎版の水平変位が (2 2)U × で示されるとき、適合条 (2 2)1U U ×= である。この条件は、
次のように記述できる。 
 
(2 2) 31 2
1 11 12 22 13 33 14 44 12 13 14(1) (1) (1) (1)
4
x x x
PP PU U U U U U
k k k k










12 13 14 12 13 14(1) (1) (1) (1)
11 11 4422 33
1
x x x xU
PP P P
k U k U k U k U
U α α α α α α
×
− − − − = + + +  
(2.62) 






21 23 24 21 23 24(1) (1) (1) (1)
11 11 22 33 44
1
x x x x
PP P PU
U k U k U k U k U
α α α α α
×





31 32 34 31 32 34(1) (1) (1) (1)
11 11 22 33 44
1
x x x x
PP P PU
U k U k U k U k U
α α α α α
×




41 42 43 41 42 43(1) (1) (1) (1)
11 11 22 33 44
1
x x x x
PP P PU
U k U k U k U k U
α α α α α α
×
− − − − = + +  +
次に、上部構造物の振動を考える。 5
 (2.63c) 
1 2 3 4, , , ,s s s s su u u u u は、5 層上部構造の各層の水平変位を表
すものとする。これらの量は、次のように仮定する。 
 
i ti i i i
1 1 2 2 3 3 4 4 5 5, , , ,
t t t t
s s s s s s s s s su U e u U e u U e u U e u U e











2 2) 0= (2.65b) 
2 (2 2) (
0 1 1 1 2 3 4( sm U K U Uω × + − 2 2) ) 0P P P P× − − − − =  
2 (
1 1 2 2 1 1 1( ) ( )s s s sm U K U U K U U
×+ − − −  ω
 28
2







3 3 4 4 3 3 3 2( ) ( )s s s s sm U K U U K U Uω + − − −  (2.65d) 
2
4 4 5 5 4 4 4 3( ) ( )s s s s sm U K U U K U Uω + − − −  (2.65e) 
2
5 5 5 5 4( )s s sm U K U Uω − −  (2.65f) 
 
ii i iK k cω= + で あ る こ と に 注 意 さ れ た い 。 (2.65a-f) 式 の 両 辺 を 共 通 の 変 位




2 3 11 2 4
0 1 1(1) (1) (1) (1) (1) (1)
11 1111 22
1 1( ) 0s
33 44x x x x x xU k
P UP PUm K K
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ω
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1 1 1( ) s s 0
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ω
×





2 2 2 3 3(1) (1) (1)
11 11 11
1 1 1( )s s 3 0s
x x x
U UK m K K K
U Uk k k






3 3 3 4 4(1) (1) (1)
11 11 11
1 1 1( )s s 4 0s
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4 4 4 5 5(1) (1) (1)
11 11 11
1 1 1( )s s 5 0s
x x x








5 5 5(1) (1)
11 11
1 1 ( )s s 0
x x
U UK m K
U Uk k
ω+ − =  
 (2.66a-f) 
 
4 つの適合条件(2.62)-(2.63a-c)式と 6 つの釣合い方程式(2.66a-f)式は、10 次元線形連立方程式
を構成し、層変位、基礎変位、および杭頭せん断力の杭 1 の杭頭変位 11U に対する伝達関数を与
える。詳細は、Appendix 2.1 を参照。 
 より扱いやすくするために、解放工学的基盤面での変位振幅 を導入する。1 次元
理論 Schnabel e pen x 2.2 参照）より、動的入力による群杭効果を考慮しない
杭 1 の杭頭変位
22E 重複反射









{ }* *1 1 1 1i ( / ) i ( / )1 111 (1 ) (1 )2 s sL V L Vi iD e eω ωα α −= + + −  (2.68) 
 

















































1 (0)U ′′ より得られる。 
(2.72) 
 
こ 1992) よる杭 1 の水平変位は、地表面の
変位 に関して次のように与えられているものと仮定する。 
1 1p pM (0)E I U ′′=  
こでは、文献 (Makris and Gazetas に従い、慣性力に
0U
 






















β ′′ ′′ ′′= = =  (2.76) 
( )f z を操作すると、 22 2 2 2(0) 2f λ λ λ λ λ′′ = − − − = − となり、以下の式が与えられる。 関数
2
11 2β λ= −  (2.77) 
 
、こ akris and Gazetas 1992) より、杭
な水平変位は、次のように与えられると仮定する。 
 
 また こでは文献 (M １への慣性入力による杭 2 の付加的
21 02) ( )4 ix x
U g z
k c mω ω⎜ ⎟⎜ ⎟+ −⎝ ⎠
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ωβ ψ θ ω ω
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動的入力を受ける単杭としての杭 1 の曲率は、次のように与えられる。 
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δ=  (2.91) 
 
文献 ) に従って、付加的な変位は次のように表される。 (Makris and Gazetas 1992
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杭 1 の杭頭における曲げモーメントは、次式のように表される。 
 
11
4 2 4 2
2 2
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1 1/( )xP k U 1 , ..., 
(1)
4 4/( )xP k U 4 は、以前に求められている。 
 隅の杭と中央の杭の杭頭曲げモーメントの違いを調べるために、3×3, 5×5, 9×9 の杭に支持













































































































circular frequency (rad/s)  
(c) 9×9 






する。図 2.19 のような、杭頭同士が剛なキャップで連結されている 2×2 の杭を考える。簡単の
ため、剛キャップは質量零とする。この剛キャップに、水平調和力 i tPe ω が作用する場合を考える。 
2杭1杭
P
3 4杭 杭  
図 2.19 剛キャップで連結された 2×2 杭モデル 
 
杭頭変位を とし、(2 2)U × (2 2)
G G
x x
P K i C
U
ω× = +  を求める。 
杭 1～4 の杭頭に作用するせん断力をそれぞれ とし、杭 1 を単杭とした時に生じる
せん断力による杭頭変位を とする。 








=    （ (1)xkQ ：単杭の動的インピーダンス） (2.98) 
 
この時、杭 1 の杭頭における群杭効果を考慮に入れた変位 は、 1U
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α α α= + + +
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ところで、連続条件（適合条件）より、 (2 2) 1U U
× =  
 
(2 2) 31 2
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また、 より、 1 2 3 4P P P P P+ + + =
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ここに、  を代入することにより比を求め、群杭の動的インピーダンス*11 1, 1U P= = (2 2)PU × を求め
ることができる。 
このようにして求めた群杭のインピーダンスと、Kaynia and Kausel がグリーン関数を用いて
群杭の動的インピーダンスを解析したものとを比較した結果が、次の図 2.20(a)である。2×2 お






（3×3 の杭については9 SxK ）との比で表現されており、無次元振動数 0 / sa d Vω= に対するグラ
フとなっている。これら図 2.20(a)によると、両者の差異は小さく、 21α の群杭効果の妥当性が示
された。 
1Pまた図 2.20(b)は、3×3 の杭について、4 隅の杭の杭頭に作用するせん断力を 、真ん中の杭
の杭頭に作用するせん断力を 2P とした時、9 本の杭の杭頭に作用するせん断力の平均 ave P  と、
1 2,P P との比が、無次元振動数 0 / sa d Vω= に対して表現されている。これによると、 1 /P ave P























図 2.20(b) 隅杭と中央杭の杭頭せん断力の全杭頭せん断力の平均に対する比（3×3 杭）；（実線）




 2×2, 5×5, 10×10 の 3 つのケースの群杭を考える。杭は、正方形に配置されるものとする。
杭径 1(m)に対する杭間距離の比は、5 とする。2×2 の杭の場合、上部構造の各層質量は
, 基礎版質量は とする。5×5, 10×10 の杭の場合、層質量と基礎版
質量は比例的に算定する。表層地盤の深さは 20(m)とする。表層地盤のせん断波速度と質量密度
はそれぞれ、100(m/s), とする。表層地盤の 1 次固有周期は 0.8(s)とする。表層
地盤の履歴減衰比は 0.05, ポアソン比は 0.45とする。基盤のせん断波速度と質量密度はそれぞれ、
400(m/s), とする。基盤の履歴減衰比は零であると仮定する。杭のヤング係数は
, 質量密度は とする。上部構造の基礎固定時の非減衰 1 次固有











 図 2.21(a)-(e)の実線は、2×2 の杭の場合の、解放工学的基盤面振幅に対する 1 層、2 層、3 層、







層層間変位の伝達関数は、上部構造の 1 次固有円振動数 12.6(rad/s)において、ほぼ等しい値をと




 図 2.22(a)-(e)の実線は、5×5 の杭の場合の、解放工学的基盤面振幅に対する 1 層、2 層、3 層、
4 層、5 層の層間変位の伝達関数を表している。図 2.22(f),(g)の実線は、5×5 の杭の場合の、解放
工学的基盤面振幅に対する基礎版の変位と杭頭曲げモーメントの伝達関数を表している。図
2.22(a)-(g)の点線は、群杭効果を考慮しない場合の対応する伝達関数を表している。図 2.23(a)-(e)




合、群杭効果は大きいことが分かる。この群杭効果は、上部構造の 1 次固有円振動数 12.6(rad/s) 、
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[Appendix 2.1] 2 層地盤上の 5 層上部構造モデルに対する伝達関数を求めるための 10 次元線形
連立方程式 




=XY Z  (A2.1)  
こ こで、 
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[Appendix 2.2]  1 次元波動伝播理論 
1iα は複素インピーダンス比 *1 1 2 2/ *s sV Vρ ρ を表すものとする。上方及び下方へ伝播する波の工
学的基盤面での振幅 は、上方へ伝播する波の地表面での振幅 に依存する。 2 2,E F 1E
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第 3 章  
SR モデルに入力される地震エネルギーの不確定性解析 
 
3.1  序 











（Anderson and Bertero 1987）、特定の敷地での将来の地震動の発生事象を、時刻と頻度の両方
において正確に予測することは容易ではないように思われる。従って、限られた情報の下でこれ
らの不確定性を考慮に入れ、より広範囲のレベルの設計用地震動に対しても安全な設計を可能に
するロバスト設計法を発展させることが強く望まれている (Drenick 1970; Shinozuka 1970)。こ
の観点から、幾つかの有効な極限外乱法が展開されてきた（Iyengar and Manohar 1987; 

















































  (a)  (b) 
 
図 3.2  (a)構造物と周辺地盤を含む自由体、 (b)構造物単体を含む自由体 
 
 
3.2  振動数領域の地震入力エネルギー 
図 3.1 に示されるように、ばね剛性 および減衰係数 の水平ばねと回転ばねで支持




m k 0 0, ,Rm I h
0 0, Rm I
Hc Rk
Rc,k c( ) ( )gu t a t=&&
自由地盤入力 
0 ( )g Fm u u− +&& &&
( )g F Fm u u h uθ− + + +&&&& && && ( )g F Fm u u h uθ− + + +&&&& && &&
R FI θ− &&
 50
礎版質量、基礎版質量の回転慣性、階高を表す。構造物の質量の回転慣性は RI である。このモデ
ルに入力される地震動は自由地盤表面での水平加速度 ( ) ( )gu t a t=&& である。 ( ), ( )F F tu t θ は、基礎





( ) ( ) ( ) ( )gt t t u+ +Mu Cu Ku&& & t                      (3.1)  
ここで、 
 
( ) { ( ) ( ) ( )}TF Ft u t u t tθ=u  
 



















diag( )H Rk k k=K  (3.2b) 
 
diag( )H Rc c c=C  (3.2c) 
 
{0 1 0}T=r  (3.2d) 
 このモデルに入力されるエネルギーを考察する（Housner 1959; Housner and Jennings 1977; 
Akiyama 1985; Uang and Bertero 1990; Trifunac et al. 2001）。 
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A
IE を部分積分し、地震動の初期状態と収束状態がu u 0(0) ( )g g t 0= =& &
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（Lyon 1975; Ohi et al. 1985; Kuwamura et al. 1994; Ordaz et al. 2003）。 は
のフーリエ変換、
, , ,F F gU U UΘ&& && && &&
, , ,F F gu u uθ&&&& && && ( ), ( ), ( )U UF FH H Hω ω ωΘ&& && && は , ,F Fu u θ&&&& && の gu&& に対する伝達関数を表
す。 
 
( ) / ( ) ( )g UU U Hω ω = &&&& && ω  (3.5a) 
( ) / ( ) ( )F g UFU U Hω ω = &&&& && ω  (3.5b) 





 (3.4)式の上限と下限を から ( ,0(0, )t −∞ ∞ に拡張してフーリエ逆変換し、(3.5)式を用いると以
下のようになる。 
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ここで、記号 i は虚数単位を表し、 Im[ ]⋅ は複素数の虚部を表す。(3.6)式を , ,F Fu u θ&& & の gu&& に対す
る速度伝達関数 ( )UH ω& , ( )UFH ω& , ( )FH ωΘ& に関して表現しなおすことも可能である。  
2
00
1 Re[ ( ) { ( ) ( ) ( )}] ( ) dAI gUF UF F UE m H m H H h H Uω ω ω ω ωπ
∞





震エネルギーは、入力地震動の位相特性に依存しないこともまた知られている（Lyon 1975; Ohi et 
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内力が、慣性力 及び、慣性モーメント( g F Fm u u h uθ− + + +&&&& && &&) { ( ) }g F F R Fm u u h u h Iθ θ− + + + +&& &&&& && && と






1 1 Im {1 ( ) ( ) ( )}{1 ( )}
        {1 ( ) ( ) ( )} ( ) ( ) ( ) d
S
I UF F U UF
R gUF F U F F
E m H H h H H
mh H H h H I H H U
ω ω ω ωπ ω




⎡= − + + + + −∫ ⎣
⎤+ + + + + − ⋅⎦
&& && && &&
&& && && && && && ω
 (3.9) 
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 (3.11b) 
(3.11)式中の印 は、複素共役を表す。 *( )
 図 3.3(a),(b)には、エルセントロ NS と神戸大学 NS の地震入力エネルギーの時刻歴とそれらの
最終値 AIE , 
S











る。図 3.4(a),(b)は、 ,V0.2,0.5(s)= 50S ,100(m/s)= におけるエネルギー伝達関数 ( ), (A SF F )ω ω
を表す。F ( )A ω は、構造物の固有周期と地盤剛性の組合せに依存する (SF )ω とは明らかに異なる

























































  (a) (b) 
 
 
図 3.3   全体系と構造物単体に入力するエネルギーの時刻歴の例：(a) エルセントロ  NS 
















































図 3.4(a)   地盤せん断波速度 、上部構造の固有周期 50(m/s)SV = 0.2,0.5(s)T = に対する、全
体系へのエネルギー伝達関数 ( )AF ω （実線）と構造物単体へのエネルギー伝達関数
















































図 3.4(b)   地盤せん断波速度 、上部構造の固有周期 )100(m/s)SV =  0.2,0.5(sT = に対する、
全体系へのエネルギー伝達関数 )(AF ω （実線）と構造物単体へのエネルギー伝達関数
( )SF ω （破線） 
 
 
3.3  地震入力エネルギーの不確定パラメター感度：1 次感度 
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 と定義する。次のようになる。 { ( ) ( ) ( )}TU U UF FH H Hω ω ωΘ=H
2
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−′ ′= −H A AHU  (3.19) 
 
′A  の陽な表現が、それぞれの不確定パラメターに関して得られる。 
 
3.4  地震入力エネルギーの不確定パラメターに対する感度：高次感度 
 全体系と構造物単体への入力エネルギーの 2 次感度は、次のように表される。 
 
2
0 ( ) ( ) d
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伝達関数の 2 次感度は、1 次感度の支配方程式 U U′ ′+ =AH AH 0を微分することにより、次のよ
うに得られる。 
1(2 )U U











( ) 1 (1) ( 1)n
U n




ここで、 は、不確定パラメターに対する n 階の微分を表す。(3.23a)式を繰り返し適用する
と、(3.23a)式は次のようにも表現できる。 
( )( ) n
 
( ) 1 (1)( 1) !{ }n n nU n





2( ) ( )
0 ( ) ( ) d
A n n
I A gE F Uω ω ω∞= ∫ &&  (3.24a) 
 
2( ) ( )
0 ( ) ( ) d
S n n
I S gE F Uω ω ω∞= ∫ &&  (3.24b) 
 
 (3.24a,b)式において、 と は、(3.21a,b)式と同じ方法で得ることができる。 ( )( ) nAF ω ( )( ) nSF ω
 
3.5  地震入力エネルギーの不確定性解析 
 得られた 1 次感度および高次感度の表現を用いて、変動するスウェイ剛性 Hk 対するエネルギ
ー伝達関数
に
AF SF 近似表現は次のようになる。 と の 
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3.6  数値例 
3.6.1 地震入力エネルギー 




330 10 (kg)m = ×
3.5(m)h =51.6 10RI = × 2(kg m )⋅ 30 90 10 (kg)m = × 50 4.8 10 (kg m )RI = × ⋅ 2
Gr
 
(6.77 /(1.79 ))Hk ν= −  (3.27a) 




2(6.21/(2.54 ))Hc ν ρ= −  (3.27c) 
4(0.136 /(1.13 ))Rc ν ρ= − . (3.27d) 
 
地盤密度とポアソン比は、 1.8ρ = 3 310 (kg/m )× , 0.35ν = とする。基礎半径は、 とする。
2 つの等価せん断波速度、 を与える。「等価せん断波速度」は、地震荷重下の表
層地盤のせん断ひずみが大きくなるところではかなり小さくなるため（竹脇 2004b）、幾分小さな
地盤のせん断波速度が考慮されている。上部構造の減衰定数は 0.05 である。図 3.4(a),(b)は、
, 構 造 物 の 固 有 周 期  
4(m)r =
50SV = ,100(m/s)
T50,100(m/s)SV = 0.2,0.5(s)= に お け る エ ネ ル ギ ー 伝 達 関 数
( ), ( )A SF Fω ω のグラフを表す。 
 エルセントロ NS 入力における 1 層せん断型モデルへの地震入力エネルギーの数値例が示され
ている。図 3.5 は、エルセントロ NS のフーリエ加速度を表す。 
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図 3.5   エルセントロ NS (Imperial Valley 1940)に対するフーリエ加速度振幅 
 
表 3.1   エルセントロNS 1940の下での全体系への入力エネルギー AIE と構造物単体への入力エ
ネルギー （通常の時間領域の方法と提案された振動数領域の方法で比較）： SIE
(a) , (b)  50(m/s)SV = 100(m/s)SV = 
T1 (s) 0.5 1.0 1.5 
時間領域 
A
IE 4.02E 04 (J) +  2.93E 04+  1.99E 04+  
S
IE 2.37E 04+  1.98E 04+   (J) 1.03E 04+  
振動数領域 
A
IE 4.10E 04 (J) +  2.94E 04+  1.99E 04+  
S
IE 2.39E 04+   (J) 1.97E 04+  1.02E 04+  
(a) 地盤せん断波速度 50(m s)/SV =   
T1 (s) 0.5 1.0 1.5 
時間領域 
A
IE 2.74E 04 (J) +  2.22E 04+  1.26E 04+  
S
IE 2.39E 04+  1.97E 04+   (J) 1.00E 04+  
振動数領域 
A
IE 2.78E 04 (J) +  2.19E 04+  1.26E 04+  
S
IE 2.43E 04+   (J) 1.93E 04+  0.996E 04+  
(b) 地盤せん断波速度V 100(m/s)S =  
 60
3.6.2 地震入力エネルギーの不確定パラメターに対する 1 次感度 
 ここでは、構造物の固有周期 、地盤のせん断波速度100( のモデルを扱う。その
他のパラメターは3.6.1節と同じである。(3.27)式から得られる剛性
0.1(s)T = m/s)
,H Rk k と減衰係数 ,H Rc c は、
公称値と呼ばれる。不確定パラメターに対する地震入力エネルギーの感度はこの公称値周りで考
慮される。 
 図 3.6(a),(b)の実線は、 (3.14)-(3.19)式を用いて (3.13)式の閉形表現から得られた感度
( ) /S HF kω∂ ∂ , ( ) /SF Hcω∂ ∂ を表している。剛性の感度 ( ) /SF Hkω∂ ∂ は正負の両方の値をとるの










 表 3.2 は、エルセントロ NS 1940 の下での不確定パラメターに対する入力エネルギー感度を、
有限差分（1%差分）を用いた通常の時間領域の方法と、有限差分（1%差分）を用いた提案され
た振動数領域の方法と、閉形表現(3.12)式を用いた振動数領域の方法とで比較したものである。地


















































circular frequency (rad/s)  
 (a) /S HF k∂ ∂    (b) /S HF c∂ ∂  
   
図 3.6   エネルギー伝達関数 ( )SF ω の 1 次感度：提案された閉形表現および有限差分による解析
法 
 
表 3.2   不確定パラメターに関する入力エネルギーの 1 次感度：有限差分を用いた時間領域の方
法、有限差分を用いた提案された振動数領域の方法、(3.12)式の閉形表現を用いた振動数




/SI HE k∂ ∂
2(m )
/SI RE k 
 










有限差分 時間領域 0.532E 06− − 0.295E 07 0.162E 04− − − 0.800E 06− − 
振動数領域
(F1) 
0.662E 06− − 0.198E 07 0.159E 04− − − 0.700E 06− − 
閉形表現 振動数領域 
(F2) 





図 3.7(a)は、 に対するエネルギー伝達関数50(m/s)SV = ( )SF ω のプロットを表す。実線は、元
のスウェイ剛性 に対する値を表す。×印は、スウェイ剛性 を 20%増加させた場合の値を表Hk Hk
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す。1 次および 2 次の Taylor 展開（(3.25b)式）による近似表現も図 3.7(a)に表されている。この
場合、1 次近似よりも 2 次近似の方がよりよく近似していることが分かる。図 3.7(b)は、スウェ
イ剛性 を 100%増加させた場合の対応する図を表す。この場合、2 次近似でさえも十分な近似
とはいえないことが分かる。図 3.8(a),(b)は、
Hk
100(m/s)SV = における、対応する図を表す。 
図 3.9(a)は、 に対するエネルギー伝達関数50(m/s)SV = ( )SF ω のプロットを表す。実線は、元
のスウェイ減衰係数 に対する値を表す。×印は、スウェイ減衰係数 を 20%増加させた場合
の値を表す。1 次および 2 次の Taylor 展開による近似表現も図 3.9(a)に表されている。図 3.9(b)
は、スウェイ減衰係数 を 100%増加させた場合の対応する図を表す。この場合、1 次近似より






図 3.11(a)は、 に対するエネルギー伝達関数50(m/s)SV = ( )AF ω のプロットを表す。実線は、
元のスウェイ剛性 に対する値を表す。×印は、スウェイ剛性 を 20%増加させた場合の値を
表す。1 次および 2 次の Taylor 展開（(3.25a)式）による近似表現も図 3.11(a)に表されている。こ
の場合、1 次近似よりも 2 次近似の方がよりよく近似していることが分かる。図 3.11(b)は、スウ





100(m/SV = における、対応する図を表す。 
図 3.13(a)は、 に対するエネルギー伝達関数50(m/s)SV = ( )AF ω のプロットを表す。実線は、
元のスウェイ減衰係数 に対する値を表す。×印は、スウェイ減衰係数 を 20%増加させた場
合の値を表す。1次および2次のTaylor展開による近似表現も図3.13(a)に表されている。図3.13(b)
は、スウェイ減衰係数 を 100%増加させた場合の対応する図を表す。この場合、1 次近似より
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  (a) (b) 
図 3.14   スウェイ減衰係数の変動に対するエネルギー伝達関数 ( )AF ω :  100(m/s)SV =
 
(2) 地震入力ネルギーの変動 
図 3.15(a)は、 における50(m/s)SV = SIE
/s)
のスウェイ剛性 に対する変動を表す。実線は、実
際の変動を表す。1 次近似および 2 次近似によるもの（(3.26b)式）も表されている。2 次まで考




SV 100(m= SIE のスウェイ剛性 に対する変動を表す。
実線は、実際の変動を表す。1 次近似および 2 次近似によるものも表されている。2 次まで考慮し




図 3.16(a)は、 における50(m/s)SV = SIE
SV
のスウェイ減衰係数 に対する変動を表す。実線は、





100(m/s)= における SIE のスウェイ減衰係数 に対す
る変動を表す。実線は、実際の変動を表す。1 次近似および 2 次近似によるものも表されている。




図 3.17(a)は、 における50(m/s)SV = AIE のスウェイ剛性 に対する変動を表す。実線は、実
際の変動を表す。1 次近似および 2 次近似によるもの（(3.26a)式）も表されている。2 次まで考





m/s)SV = における AIE のスウェイ剛性
に対する変動を表す。実線は、実際の変動を表す。1 次近似および 2 次近似によるものも表さ




図 3.18(a)は、 における50(m/s)SV = AIE のスウェイ減衰係数 に対する変動を表す。実線は、






100(m/s)SV = における AIE のスウェイ減衰係数 に対す
る変動を表す。実線は、実際の変動を表す。1 次近似および 2 次近似によるものも表されている。


































































































































 (a) (b) 
図 3.16   スウェイ減衰係数に対する地震入力エネルギー SIE の変動：






















































  (a) (b) 


























































 (a) (b) 
図 3.18  スウェイ減衰係数に対する地震入力エネルギー AIE の変動：
,50(m/s)SV = 100(m/s)SV =  
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（Anderson and Bertero 1987）、特定の敷地での将来の地震動の発生事象を、時刻と頻度の両方
において正確に予測することは容易ではないように思われる。従って、限られた情報の下でこれ
らの不確定性を考慮に入れ、より広範囲のレベルの設計用地震動に対しても安全な設計を可能に
するロバスト設計法を発展させることが強く望まれている (Drenick 1970; Shinozuka 1970)。こ
の観点から、幾つかの有効な極限外乱法が展開されてきた（Iyengar and Manohar 1987; 










第 3 章では、SR モデルに入力される地震エネルギーのスウェイばね剛性、減衰係数およびロッ





の地盤ヤング係数に対する不確定性解析を行う（Kishida and Takewaki 2007）。この時、構造物
‐杭系を、上部 1 自由度 SR モデルに置換することによって、SR モデルに入力される地震エネル












過圧密された砂    (4.1) 22.8 (MN/m )SE N=
正規圧密された砂   (4.2) 21.4 (MN/m )SE N=
 
図 4.1 は、3 種類の方法で軟弱層を計測したデータの比較であり、左図が N 値、右図が一軸圧縮
強度を表す。N 値のデータを見ると、試験方法によって N 値の値が異なっていることが分かる。 
 
 
図 4.1 軟弱層を計測したデータの比較 (SWS, CPT, SPT) 
（若命善雄：住宅地盤調査の信頼性と最適な基礎設計, 建築技術, No.678, pp.84-86,  
2006 年 7 月号,より抜粋） 
 
図 4.2 は、ドライブハンマーの落下方法と調査者の違いによる N 値のばらつきを表す。 





図 4.2 ドライブハンマーの落下方法と調査者の違いによる N 値のばらつき 




図 4.3  狭い範囲で実施された地盤調査結果の例（杭載苛試験） 
（鈴木康嗣：地盤調査の信頼性, 2006 年度日本建築学会大会（関東）構造部門（基礎構造）パネ
ルディスカッション資料, 性能設計と地盤調査, pp.15-34, 2006 年 9 月より抜粋） 
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4.3 構造物‐杭系の SR モデルへの置換 
本章では、杭基礎で支持された構造物を SR モデルに置換して不確定性解析を行う。SR モデル
による解析を行う際には、基礎底面に付与する水平地盤ばねと回転地盤ばねを評価する必要があ
る。ここでは、SR モデルに用いる水平、回転方向の地盤ばねを群杭全体の地盤ばねとして簡便に
評価する方法を示す（日本建築学会 2006）。上部多質点系モデルを 1 質点系モデルに縮約する方
法としては、多質点系モデルの 1 次モードを直線形とし、1 次の等価質量および等価高さを 1 質













0HGK P u=  (4.3) 
 






















β =  (4.4) 
 
 回転方向や上下方向の地盤ばねについても水平方向と同様に群杭効果があり、回転地盤ばねの







RS p VS i
i
K












β =  (4.6) 
 
 ここに、 ：群杭基礎の回転地盤ばね, ：単杭の回転地盤ばね, RGK RSK ix ：回転中心から各杭
までの距離, ：群杭基礎の上下地盤ばね, ：単杭の上下地盤ばね, である。 VGK VSK
 
水平方向の地盤ばね定数に対する群杭係数の簡便な算定法が、「建物と地盤の動的相互作用を考慮
した応答解析と耐震設計：日本建築学会, 2006」に示されている。これらは、 150m sSV = の半
無限一様地盤を対象として、杭本数、杭間距離、杭配列をパラメターとした薄層法によるパラメ
トリックスタディを行い、長辺方向(X)と短辺方向(Y)のそれぞれに対して群杭係数 HXβ , HYβ を回
帰したものである。群杭係数 HXβ , HYβ は以下のようになる。 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )0.43 0.540.3 0.74 0.592 2XS B S BHX X YXS B N Nβ
− −− −= ⋅ ⋅ Y  (4.7) 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )0.54 0.430.3 0.59 0.742 2XS B S BHY X YYS B N Nβ




 B ：杭径 
 S B ：杭径に対する杭間距離の比 
 ：X 方向の杭本数 XN
 ：Y 方向の杭本数 YN
 










図 4.5 群杭の配置 
 
回転地盤ばねの群杭係数は 1 とする。 
 




Francis の式と Gazetas の式を用いて、杭周地盤ばね定数と減衰係数を評価する。まず、地盤





E B , 杭のヤング係数と断面 2次モーメントをそれぞれ とpE pI とおくと、
第 i 層における単杭の単位厚さあたりの水平方向の地盤ばね定数

















⎛ ⎞⎜ ⎟= = ⎜ ⎟− ⎝ ⎠
           (Francis の式) (4.10) 
( ) (2i )i igS h i La Sic c B B V Vρ= = +              (Gazetas の式) (4.11) 
 
ここに、 










π ν= − ） 
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単杭の各節点に取り付ける水平の杭周地盤ばねのばね定数
ifSk′ , および減衰係数 igSc′ は、第 i 層




{ }( 1) 10.5i i ifS fS i fSk k H k− −′ = ⋅ + iH⋅  (4.12) 
{ }( 1) 10.5i i igS gS i gSc c H c− −′ = ⋅ + iH⋅  (4.13) 
 
群杭の杭頭での地盤ばねを評価する際には、群杭効果を考慮した杭周地盤ばねを用いるアプロ
ーチが考えられる。群杭の杭頭位置における地盤ばね剛性 HGK と単杭の杭頭の地盤ばね剛性 HSK
との関係は下式となる。 
  








( ) ( )4 4 0p p Sd u zE I k u zdz + =  (4.15) 
 
ここに、 










( )1 44S S p pk E Iβ =  
  
1C C  4 ：未定積分定数 
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( ) ( 1 2cos sinS z Su z e C z C zβ β−= + )Sβ  (4.17) 
 
上式(4.17)式中の 2 個の未定積分定数は杭頭の境界条件のみで決定できる。杭頭を回転拘束した





( ) (3 cos sin4 S z Sp p S
Pu z e z z
E I
β β ββ
−= )S+  (4.18) 












( ) (3 cos sin4 G z Gp p p G
Pu z e z z
N E I
β β ββ
−= )G+  (4.21) 
( ) ( )1 430 4 4HG p p p G p p p GK P u N E I N E I kβ= = = ⋅ 3 4  (4.22) 
 
ここに、 ( )1 44G G p p pk N E Iβ =  
したがって、(4.2),(4.19),(4.22)式より Gk と Sk の関係が(4.23)式が得られる。 
 
4 3
G S p Hk k N β= ⋅ ⋅  (4.23) 
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これを各 層で設定した Francis の杭周地盤ばねに適用して、(4.24),(4.25)式が得られる。 i
 
4 3,
i ifG fS p Hk k N e e β= ⋅ ⋅ =  (4.24) 
4 3,
i ifG fS p Hk k N e e β′ ′= ⋅ ⋅ =  (4.25) 
 
なお、減衰係数は群杭効果が小さいとして群杭係数を 1 とし、(4.26),(4.27)式を適用する。 
 
i igG gSc c N= ⋅ p  (4.26) 
i igG gSc c N′ ′= ⋅ p  (4.27) 
 
杭基礎の地盤減衰係数は、図 4.6 に示すように、地盤の 1 次固有振動数 gf 以下では地盤の材料
減衰による効果を、 gf 以上ではさらに逸散減衰の効果を取り入れる。また杭頭を加振した場合に
おいても、静的加力と同じモード形で杭が振動していると仮定する。 
 地盤の 1 次固有振動数より低振動数側( gf f≤ )では、杭周地盤ばねの減衰項（虚部）は地盤の
材料減衰 に支配されるとして と仮定する。このときの群杭基礎の動的地盤ばねの減衰項
（虚部）
ih 2 ii fGh k
HGK ′ , 減衰定数 HGh は(4.28)式, (4.29)式で表現される。  
0 2 iHG i fG iK P u h k u′ ′ ′= =∑ 0u  (4.28) 
1 2 i iHG HG HG HG i fG i fG ih h K K h k u k u const′ ′ ′= = = =∑ ∑ .  (4.29) 
 
地盤の固有振動数より高振動数側( gf f> )では、杭周地盤ばねの減衰係数は地盤の逸散減衰に支
配されるとして Gazetas の式
igGc を用いる。このとき群杭基礎の動的地盤ばねの減衰項（虚部）
HGK ′ , 減衰定数 HGh は(4.30)式, (4.31)式で表現される。  
( )1 2 2 02 2 , iHG HG HG HG g HG gG iK h K C f f C c u u constπ′ = + − = = .′∑  (4.30) 
( )1 2HG HG HG g HGh h C f f Kπ= + −  (4.31) 
  
以上から、群杭基礎の動的地盤ばねの減衰係数 HGC は(4.32),(4.33)式で表現される。 
 
( )1 ( )HG HG HG gC h K f f fπ= ≤  (4.32) 














( )2 log 2V e e mS G rπ= B
)e
 (4.34) 
(2.5 1mr L ν= −  (4.35) 
 
ここに、 
 B ：杭径 
 ：工学的基盤までの杭長 L
 
eG , eν は表層地盤の平均せん断剛性と平均ポアソン比であり、(4.36)式, (4.37)式により求める。 
 
e i iG G d=∑ L  (4.36) 
e i id Lν ν=∑  (4.37) 
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ここに、 
 ：第 i 層のせん断剛性 iG
 iν ：第 i 層のポアソン比 






























EA e k e
K EA



















Y 軸周り(x 方向)：  (4.41) 2Ry R VS iK Kβ= ∑ x⋅
y⋅X 軸周り(y 方向)：  (4.42) 2Rx R VS iK Kβ= ∑
 












切り替わる振動数を、地盤の固有振動数の 2 倍とする。 
 回転方向の地盤減衰係数は、表層地盤より杭の支持層の影響が大きいとし、支持層の地盤定数
のみを用いて設定する。 
 2 gf f≤
RG′
では、支持層の減衰定数をそのまま用いる。すなわち、動的地盤ばねの減衰項（虚部）
, 減衰定数 は(4.43),(4.44)式で表現される。 K RGh 
12RG RG RGK h K′ =  (4.43) 
1 .RG RG bh h h cons= = = t  (4.44) 
 
ここに、 
 ：支持層の減衰定数（0.02 としてもよい） bh
 
 2 gf f> では、基礎を等価半径からなる円盤に置換し、支持層の一様地盤とした円盤加振から
得られる減衰係数 を用いる。このときの群杭基礎の動的地盤ばねの減衰項（虚部）2RGC RGK ′ , 減
衰定数 は(4.45),(4.46)式で表現される。 RGh 
( ) 41 2 22 2 2 ,RG RG RG RG g RG b Lab RK h K C f f C V rπ′ = + − = 0 4ρ π  (4.45) 




 bρ ：支持層の密度 
 ：支持層の Lysmer’s Analog Wave Velocity LabV
 ：回転ばね算定用の等価基礎半径(0Rr ( )1 43 3B D π= )  
以上から、群杭基礎の回転地盤ばねの減衰係数 は(4.47),(4.48)式で表現される。 RGC 
( )1 ( 2RG RG RG gC h K f f fπ= )≤  (4.47) 
( ) ( )1 2 2 (RG RG RG RG g gC h K f C f f f f fπ= + − 2 )>  (4.48) 
 
4.4 地震入力エネルギーの地盤ヤング係数に対する 1 次感度 
























SF ：構造物に対するエネルギー伝達関数 ( )gU ω&& ：入力加速度のフーリエ変換  
エネルギー伝達関数 を地盤ヤング係数 で 1 階微分した表現は、以下のようになる。 SF SE 
S S HG S HG S RG S
S HG S HG S RG S RG
F F K F C F K F C
E K E C E K E C E



















































































⎛ ⎞= ⋅⎜ ⎟⎜ ⎟− ⎝ ⎠ p H







41 4 4 3
2
3 4







HG p p p p H
S p p
p H S p p
S
E E BK N E I N
E I
N E B E I
βν
β ν
⎧ ⎫⎛ ⎞⎪ ⎪= ⋅⎜ ⎟⎨ ⎬⎜ ⎟−⎪ ⎝ ⎠⎩
⎛ ⎞= ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⎜ ⎟−⎝ ⎠
⋅
⎪⎭  (4.53) 
 
従って、 HGK を で 1 階微分すると、(4.54)式のようになる。 SE
 








E IK N B
E E
β ν









∂ を求める手順を以下に示す。(4.32),(4.33)式より、  
( )1 ( )HG HG HG gC h K f f fπ= ≤  (4.55) 
( ) ( )1 2 ( )HG HG HG HG g gC h K f C f f f f fπ= + − >  (4.56) 
 
よって、(4.55),(4.56)式を で 1 階微分すると、以下のようになる。 SE
 
( )1 (HG HG )HG g
SS
C Kh f f
EE
π∂ ∂= ∂∂ f≤  (4.57) 
( ) ( )21 (HG HG HG )HG g
S SS
C K Ch f f f f f
E EE




















gG S La S p
S S
S





⎧ ⎫⎪ ⎪= +⎨ ⎬−⎪ ⎪⎩ ⎭
⋅  (4.60) 
 





3.4 1 cos2 1
1
L
HG S S p
S
eC B V N
β Lβρ π ν β
−⎧ ⎫ −⎪ ⎪= +⎨ ⎬−⎪ ⎪⎩ ⎭
 (4.61) 
 
(4.61)式の右辺において、 に関連のある物理量は およびSE SV β である。よって、 
 
2 2 2HG HG S HG
S S S
C C V C
E V E SE
β
β













β Lβρ π ν β
−⎧ ⎫∂ −⎪ ⎪= +⎨ ⎬∂ −⎪ ⎪⎩ ⎭
 (4.63) 
( )
( ) ( )2
2






Le L L e LC B V N
β ββ β β βρβ π ν β
− −+ − −⎧ ⎫∂ ⎪ ⎪= +⎨ ⎬∂ −⎪ ⎪⎩ ⎭
 (4.64) 
 









∂ =∂ + S S
 (4.65) 
 






41 4 3 4 4 3 1 12
2
1 4








p p p G p H S
S p p




BN E I k N E
E I






∂∂ ∂=∂ ∂ ∂
⎛ ⎞= ⋅ ⎜ ⎟⎜ ⎟− ⎝ ⎠
⎛ ⎞= ⎜ ⎟−⎝ ⎠
13
2




( ) ( )
( )






13 48 1 3 35 48
2
3.4 1 cos 12 1
1 4 1











p p H S
S
C e LB N
E V






π ν β ν





⎧ ⎫∂ −⎪ ⎪= + ⋅⎨ ⎬∂ − +⎪ ⎪⎩ ⎭
+ − −⎧ ⎫⎪ ⎪+ +⎨ ⎬−⎪ ⎪⎩ ⎭



























EA e k e
K EA






− + += + + − 2 Lα−  (4.69) 
2
VS EAα =  (4.70) 
( )2 log 2V S e mS G rπ= B  (4.71) 
 






















∂ ∂ ∂∂=∂ ∂ ∂ ∂  (4.73) 
 
それぞれの値を計算すると、 
 ( ) ( )
( ) ( )
( )( )

















EA e k eK EA
EA e k e
EA Le k Le EA k EAk e
EA
























∂ =∂  (4.75) 
 

























( )1 ( 2RG RG RG gC h K f f fπ= )≤  (4.77) 
( ) ( )1 2 2 (RG RG RG RG g gC h K f C f f f f fπ= + − 2 )>  (4.78) 
 
よって、(4.77),(4.78)式を で 1 階微分すると、以下のようになる。 SE
 
( )1 ( 2RG RGRG g
SS
C Kh f f
EE
π∂ ∂= ∂∂ )f≤  (4.79) 
( ) ( )21 2 (RG RG RGRG g g
S SS
C K Ch f f f f f
E EE





2 4RG b Lab RC V rρ π= 0  (4.81) 
 
つまり、 は支持層の地盤物性の関数であり、 の関数ではない。よって、(4.80)式の右辺の2RGC SE
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4.5   地震入力エネルギーの地盤ヤング係数に対する 2 次感度 
構造物への入力エネルギーの地盤のヤング率 に対する 2 次感度は、以下のように表される。 SE
 







ω ω∞ ∂∂ =∂ ∂∫ &&  (4.83) 
 
エネルギー伝達関数を で 2 階微分すると、以下のようになる。 SE
 
2 2 22 2 2 2 2





S S HG S HG S RG S RG
S HG S HG S RG S RG S
S HG HG S HG RG S HG
2
RG
HG HG S S HG RG S S HG RG S S
S
HG
F F K F C F K F C
E K E C E K E C E
F K C F K K F K C
K C E E K K E E K C E E
F
C K
⎛ ⎞ ⎛ ⎞ ⎛ ⎞ ⎛ ⎞∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂= + + +⎜ ⎟ ⎜ ⎟ ⎜ ⎟ ⎜ ⎟∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂⎝ ⎠ ⎝ ⎠ ⎝ ⎠ ⎝ ⎠
∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂+ + +∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
∂+ ∂ ∂
2 2
2 2 2 2
2 2 2 2
2 2HG RG S HG RG S RG RG
RG S S HG RG S S RG RG S S
S HG S HG S RG S RG
HG S HG S RG S RG S
C K F C C F K C
E E C C E E K C E E
F K F C F K F C
K E C E K E C E
∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂+ +∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂+ + + +∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
 (4.84) 
 
ここで、構造物のエネルギー伝達関数 のスウェイ・ロッキングばねに対する感度SF S HF K∂ ∂ G , 
S HF C∂ ∂ G , S RF K∂ ∂ G , S RGF C∂ ∂ お よ び 2 2S HGF K∂ ∂ , 2 2S HGF C∂ ∂ , 2 2S RGF K∂ ∂ , 
2
S RGF C∂ ∂ 2 は、第 3 章において既に得られている。また、地盤ばねの地盤ヤング係数に対する 1




S HG HGF K C∂ ∂ ∂ , 2 S HG RF K K∂ ∂ ∂ G , 
2
S HG RF K C∂ ∂ ∂ G , 2 S HG RF C K∂ ∂ ∂ G , 2 S HG RGF C C∂ ∂ ∂ , 2 S RG RGF K C∂ ∂ ∂ および、地盤ばねの地

















































∂ ∂ ） 
 




1( ) Im [1 ( ) ( ) ( )] {1 ( )}
1 Im [ ( ) {1 ( ) ( ) ( )}] ( )
S UF F U UF
R F UF F U
F m H hH H H
I H mh H hH H H
ω ω ω ω ωπω
Fω ω ω ωπω
Θ
Θ Θ
⎡ ⎤= − + + + ⋅ +⎣ ⎦
⎡ ⎤− + + + + ⋅⎣ ⎦
&& && && &&
&& && && && && ωΘ
 (4.85) 
 
ここで、 ( ), ( ), ( )U UF FH H Hω ω ωΘ&& && && は、 , ,F Fu u θ&&&& && の gu&& に対する伝達関数を表す。上部 1 自由度 SR
モデルに入力される地震動は、自由地盤表面での水平加速度 ( ) ( )gu t a t=&& である。 は上部質量
の基礎版に対する相対水平変位、u t
( )u t
( )F , ( )F tθ は基礎版の水平変位と回転角を表す。
は、 のフーリエ変換を表すとすると、 
, , ,F F UΘ&& && &&gU U&&
, , ,F F guθ&& &&u u&& && 
( ) / ( ) ( )g UU U Hω ω = &&&& && ω  (4.86) 
( ) / ( ) ( )F g UFU U Hω ω = &&&& && ω  (4.87) 
( ) / ( ) ( )F g FU Hω ω ΘΘ = &&&& && ω  (4.88) 
 
尚、式中の印 は、複素共役を表す。 *( )






1( ) Im [ ( ) ( ) ( ) ] {1 ( )}
[1 ( ) ( ) ( )] ( )
1 Im [ ( ) { ( ) ( ) ( ) }] ( )
[ ( ) {1 ( )
S UF F U UF
UF F U UF
R F UF F U F
R F UF
F m H hH H H
m H hH H H
I H mh H hH H H
I H mh H hH
ω ω ω ω ωπω
ω ω ω ω






′ ′ ′ ′⎡= − + + ⋅ +⎣
′⎤+ + + + ⋅ ⎦
′ ′ ′ ′⎡− + + + ⋅⎣
+ + + +
&& && && &&
&& && && &&
&& && && && &&
&& &&
*( ) ( )}] ( )F U FH H
ωΘ






~ ~ ~ ~ *
* ~
~ ~ ~ *
* ~
1( ) Im [ ( ) ( ) ( ) ] {1 ( )}
[ ( ) ( ) ( ) ] ( )
[ ( ) ( ) ( ) ] ( )
[1 ( ) ( ) ( )] ( )
S UF F U UF
UF F U UF
UF F U UF
UF F U UF
F m H hH H H
m H hH H H
m H hH H H
m H hH H H
ω ω ω ω ωπω
ω ω ω ω
ω ω ω ω





′ ′ ′ ′⎡= − + + ⋅ +⎣
′ ′ ′+ + + ⋅
′+ + + ⋅
′ ⎤+ + + + ⋅ ⎦
−
&& && && &&
&& && && &&
&& && && &&
&& && && &&
~ ~ ~ ~
* ~
~ ~ ~ ~ *
1 Im [ ( ) { ( ) ( ) ( ) }] ( )
[ ( ) { ( ) ( ) ( ) }] ( )
[ ( ) { ( ) ( ) ( ) }] ( )
[ ( )
R F UF F U
R F UF F U F
R F UF F U F
R F
I H mh H hH H H
I H mh H hH H H
I H mh H hH H H
I H m
*
Fω ω ω ωπω
ω ω ω ω ω
ω






′ ′ ′ ′⎡ + + + ⋅⎣
′ ′ ′ ′+ + + + ⋅
′+ + + + ⋅
+ +
&& && && && &&
&& && && && &&
&& && && && &&
&&







{ ( ) ( ) ( )}TU U UF FH H Hω ω ωΘ=H と定義すると、次のようになる。 
 
2
1 { ( ) ( ) ( )}TU U UF FH H Hω ω ωω Θ= −H && && &&  (4.91) 
 
U
′H , は第 3 章において既に得られているので、ここでは~UH ~U′H を求める方法を示す。 




U U U U





















∂ を求める。(4.53)式を でさらに 1 階微分すると、 SE
 
( ) 3 42 3 1619 16 1 42 239 2 1.3256 1HG p H S p pS S
K N E B E I
E
β ν














∂ を求める手順を示す。(4.57),(4.58)式を でさらに 1 階微分すると、 SE
 
( )2 21 22 (HG HG )HG g
SS
C Kh f f
EE
π∂ ∂= ≤∂∂ f  (4.95) 
( ) ( )2 2 2 21 2 22 (HG HG HG )HG g
S SS
C K Ch f f f f f
E EE






















2 22 2 2 2
2 2 2 2
2 2 2 2
HG HG S HG HG S
S S S S S S
C C V C C V
E V E E V E SE
β β
β β















HG HG HG S
S S S
C C C V
E E V S SE E
β β
β β



















∂ ∂ である。(4.64)式をβ と でそれぞれさ

















C B V N
L e L Le L L e Lβ β β
ρβ π ν
β β β β β β β
β
− − −
⎧ ⎫∂ ⎪ ⎪= + ⋅⎨ ⎬∂ −⎪ ⎪⎩ ⎭




( ) ( )2 2
2






Le L L e LC B N
V
β ββ β β βρβ π ν β





























∂ は(4.73)式を でさらに 1 階微分すると、次のように表される。 SE
 
2 22 2 22
2 2 2
VS VS V VS V VS V
S V S V S V
K K S K S K
E S E S E S
α α
α α α
⎛ ⎞ ⎛ ⎞∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂∂ ∂ ∂= + +⎜ ⎟ ⎜ ⎟∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂⎝ ⎠ ⎝ ⎠ 2S
S
E
α  (4.102) 
 
22 2 2
2 2 2 0
V V S V S
S S S S S
S S G S G
E G E G E
⎛ ⎞∂ ∂ ∂ ∂ ∂= +⎜ ⎟∂ ∂ ∂ ∂ ∂⎝ ⎠
= より、 
 
2 22 2 2
2 2 2
VS VS V VS V
S V S V
K K S K S
E S E S
α α
α α























































































fπ∂ ∂= ∂∂  (4.104) 
 
SE でさらに 1 階微分すると、 
 

























4.6  数値例 1 
上部構造 5 層せん断型モデルおよび 10 層せん断型モデルについて数値例を示す。杭は 4×4 本, 





22.1 10 m )× とする。また、1 層あたりの床質量は m , 基礎質量は
とする。1 次モードの等価質量, 等価高さは、5 層のときは 4.09 , 
、10 層のときは7.86 , である。また、群杭係数は、5 層のときは 0.42, 
10 層のときは 0.38 である。尚、群杭係数は、スウェイばねのばね剛性にのみ影響するものとす
る。 
3(kg)259 10= ×




表層地盤の地盤密度は 31.8 10 (kg m )ρ = × 3 , ポアソン比 0.35ν = , せん断波速度
100(m s)SV = とし、支持地盤の地盤密度は 3 32.0 10 (kg m )bρ = × , ポアソン比 0.45bν = , せん
断波速度 400(m s)SbV = とする。表層地盤の非減衰 1 次固有円振動数は 1Gω =7.85(rad/s)である。 
 上部構造の基礎固定時の 1 次固有周期は、5 層のときは 0.5(s), 10 層のときは 1.0(s)とする。ま
た、上部構造の減衰定数は 0.05 とする。表層地盤の減衰定数は 0.05, 支持地盤の減衰定数は 0.02
とする。群杭基礎の動的地盤ばねの減衰は、地盤の 1 次固有円振動数よりも低振動数側では、地
盤の材料減衰に支配され、高振動数側では、地盤の逸散減衰に支配されるものとする。 




( ) 22 1S SE ν ρ= +
,
S SV










S S S S S n
n S S
FEF E E F E
n E E
ωω ω ∂ ⎛ ⎞Δ+ Δ ≅ + ⎜∂ ⎝ ⎠∑ S
E ⎟  (4.106) 
さらに、変動する地盤ヤング係数に対する入力エネルギー SIE の近似表現も次のように表される。 
( ) ( )
!
nn n S
S S S I
I S S I S n
n S S
E EE E E E E
n E E
⎛ ⎞Δ∂+ Δ ≅ + ⎜ ⎟∂ ⎝ ⎠∑ S
E  (4.107) 
 図 4.9 は、上部構造 5 層モデルについて、地盤ヤング係数の公称値周りで評価した構造物への
地震入力エネルギーの地盤ヤング係数に対する変動を表す。図 4.10 は、上部構造 10 層モデルに































































図 4.9   地盤ヤング係数に対する地震
入力エネルギー SIE の変動 




 IE の変動 
(5 層モデル) (10 層モデル)  
 
4.6.2 構造物のエネルギー伝達関数の地盤ヤング係数に対する 1 次感度および 2 次感度 
構造物のエネルギー伝達関数の、地盤ヤング係数に対する 1 次感度は以下のようになる。 
 
S S HG S HG S RG S
S HG S HG S RG S RG
F F K F C F K F C
E K E C E K E C E





図 4.11 は上部構造 5 層モデルについて、式(4.108)の各項を、外乱振動数を横軸として描いたも
のである。また、図 4.12 は上部構造 10 層モデルについて式(4.108)の各項を表す。両者ともオー
ダーは10 程度である。3− ,HG RGK K に対する感度は正負両方の値をとる一方、 ,HG RGCC に対する
感度は負の値のみをとることが分かる。これは、 ,HG RGKK の変動が全体モデルの固有振動数を変

















































































   図 4.11  , , ,HG RG HG RGK K C C に対す
るエネルギー伝達関数の 1 次
感度 (5 層モデル) 
図 4.12  , , ,HG RG HG RGK K C C に対す
るエネルギー伝達関数の 1 次




構造物のエネルギー伝達関数の、地盤ヤング係数に対する 2 次感度は以下のようになる。 
 
2 2 22 2 2 2 2





S S HG S HG S RG S RG
S HG S HG S RG S RG S
S HG HG S HG RG S HG
2
RG
HG HG S S HG RG S S HG RG S S
S
HG
F F K F C F K F C
E K E C E K E C E
F K C F K K F K C
K C E E K K E E K C E E
F
C K
⎛ ⎞ ⎛ ⎞ ⎛ ⎞ ⎛ ⎞∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂= + + +⎜ ⎟ ⎜ ⎟ ⎜ ⎟ ⎜ ⎟∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂⎝ ⎠ ⎝ ⎠ ⎝ ⎠ ⎝ ⎠
∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂+ + +∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
∂+ ∂ ∂
2 2
2 2 2 2
2 2 2 2
2 2HG RG S HG RG S RG RG
RG S S HG RG S S RG RG S S
S HG S HG S RG S RG
HG S HG S RG S RG S
C K F C C F K C
E E C C E E K C E E
F K F C F K F C
K E C E K E C E
∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂+ +∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂+ + + +∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
 (4.109) 
以下の図は、式(4.109)の右辺の各項について、外乱振動数を横軸として描いたものである。 































⎛ ⎞∂ ∂⎜∂ ∂⎝ ⎠⎟
を表す。これらのオーダ
ーは10 程度である。 10−
図 4.15 は上部 5 層モデル、図 4.16 は上部 10 層モデルについて、式 (4.109) の
2
2 S HG HG
HG HG S S
F K C
K C E E
∂ ∂ ∂
∂ ∂ ∂ ∂ を表す。これらのオーダーは最も大きく、10
3− 程度である。5 層モデル
 96
の感度形状と 10 層モデルの感度形状が全く異なることは興味深いことである。 
図 4.17 は上部構造 5 層モデル、図 4.18 は上部構造 10 層モデルについて、式(4.109)の
2
2 S HG RG
HG RG S S
F K K
K K E E
∂ ∂ ∂
∂ ∂ ∂ ∂ , 
2
2 S HG RG
HG RG S S
F K C
K C E E
∂ ∂ ∂
∂ ∂ ∂ ∂ , 
2
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HG RG S S
F C K
C K E E
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2
2 S HG RG
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F C C
C C E E
∂ ∂ ∂
∂ ∂ ∂ ∂ , 
2
2 S RG
RG RG S S
F K C
K C E E
∂ ∂ ∂
∂ ∂ ∂ ∂
RG を表す。これらのオーダーは10 程度であ
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HG HG S S
F K C
K C E E
∂ ∂ ∂
∂ ∂ ∂ ∂  
2
2 S HG HG
F K C
KHG HG S SC E E
∂ ∂ ∂
∂ ∂ ∂ ∂  
図 4.17 エネルギー伝達関数の 2 次感度 
(5 層モデル) 
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2 S HG RG
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K K E E
∂ ∂ ∂
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2
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2
2 S RG RG
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F K C
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∂ ∂ ∂
∂ ∂ ∂ ∂  
図 4.18 エネルギー伝達関数の 2 次感度 
(10 層モデル) 
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 図 4.19 エネルギー伝達関数の 2 次感度 







4.7  数値例 2 
数値例 1 のように、エルセントロ NS のような実際の地震動を与えるのではなく、地震動のフ









 ( )gU ω&& ：地表面における入力加速度のフーリエ変換 
尚、S は建物の固有周期T の関数であり、V ( )gU ω&& は入力地震動の強制振動数の関数であるが、
式(4.110)では 2
S
























































































































まず、表層地盤の 1 次固有周期 , ２次固有周期1T ( )2 1 3T T= に対する増幅率 , を地盤の
減衰定数 , 表層地盤と工学的基盤との波動インピーダンス比
1SG 2SG





























 ρ ：表層地盤の単位質量 ( 3kg m ) 
 ：表層地盤のせん断波速度SV  ( m s ) 
：工学的基盤の単位質量 ( 3kg ) Bρ m
 ：工学的基盤のせん断波速度 (SBV m s ) 
増幅率 は、 より以下の式で与えられる。 
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度のフーリエ変換として与えた場合の、5 層および 10 層せん断型モデルに入力される地震エネ
ルギーの数値例を以下に示す。 
図 4.21 は、上部構造 5 層モデルについて、地盤ヤング係数の公称値周りで評価した構造物への
地震入力エネルギーの地盤ヤング係数に対する変動を表す。図 4.22 は、上部構造 10 層モデルに
ついて示してある。図 4 21, 4.22 には、表層地盤による増幅効果を考慮しない場合の、実際の変
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図 4.23 構造物に入力される地震エネルギーの時刻歴の概念図 
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盤層とし、工学的基盤は第 N 層とする。 は第(m－1)層地盤と第 m 層地盤との境界面の点の水
平変位を表す。第 m 層地盤における鉛直下方座標を
mu
mx とし、第 m 層地盤の厚さを とする。mh





































































= =∑M m K k i∑  (5.1a,b) 
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( ) ( )
( ) ( )
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(1/ 3) (1/ 6)
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⎥⎥  (5.2b) 
 










i G ii β ω==∑C  (5.3) 
 
1Gω は表層地盤の１次固有円振動数であり、 は工学的基盤面上部における粘性境界の減衰係数bC
N NGρ からなる減衰マトリクスである。 
( )jΛ ,u( j)  は地盤系の j 次複素固有値、j 次複素固有ベクトルを表すとする。j 次減衰自由振動
の支配方程式は次式のようになる。 
 
( ) ( )( )2 (j j jΛ +Λ + =M C K u ) 0  (5.4) 
 
固有ベクトル は、次の直交性を満足する。 ( )ju
 
( ) ( )( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0 ( )r s r T s r T s r sΛ +Λ + = ≠u Mu u Cu  (5.5a) 
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0 ( )r s r T s r T s r sΛ Λ + = ≠u Mu u Ku  (5.5b) 
 
ここで、添え字 T はベクトルの転置を表す。 
( )jΛ とu( j) を次のように表す。 
 
( ) ( ) ( )ij j jα βΛ = +  (5.6a) 




Φ ( j )TMΦ( j ) +Ψ ( j)TMΨ ( j ) = 1 (5.7a) 
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Φ ( j )TMΨ ( j) = 0  (5.7b) 
 
式(5.7a)は u ( j )
T
Mu( j ) = 1と等価であり（ u ( j )；u( j) の虚部）、式(5.7b) は式(5.7a)とは独立なも
う一つの正規化条件である。   
表現を簡潔にするため、次式のような j 次固有振動に対する複素刺激係数を導入する














ここで、  1 = {1L1}T  であり、 
 
( ) ( ) ( )
( )
( ) ( )( )2
1
21
j j T j
j








である。j 次固有振動に対する仮の減衰定数 h ( j )と仮の固有円振動数 ( )jω は、次のように定義す
る。 
 
h ( j ) = u ( j)T Cu( j) / (2ω( j ))  (5.10a) 
2( ) ( ) ( )Tj j jω = u Ku  (5.10b) 
 
式(5.6a)中のパラメターα ( j ) ,β ( j) は h ( j ) , ( )jω に関して ( ) ( ) ( )j j jhα ω= − , 2( ) ( ) ( )1j j jhβ ω= ± −
と表される。 
工学的基盤面での加速度応答スペクトルに対する第 k 層地盤のせん断ひずみの最大値の平均は
次式で与えられる (Yang et al 1990)。 
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有効せん断ひずみは max0.65keff kγ γ= ×  で評価する。 ( )iω , は、それぞれ第 i 次固有円振
動数相当量、第 次減衰定数相当量を表す。また、u は 次固有ベクトル、 は i 次刺
激係数である。 , はそれぞれ sine、cosine スペクトルで、ここでは両者ともに変位応
答スペクトルを用いる。なお、 , はそれぞれ の最大値の平均、 の最大値の平
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図 5.2 に提案手法のフローチャートを示す。 
Vs, β (at low strain level)
modeling by 1-D FEM
modal superposition of mean peak
shear strain γmax (Eq.(5.11))
evaluation of effective shear strain
γeff=0.65γmax
evaluation of G/G0 and β
No
 Yes
end      













 ここでは図 5.3 に示すような、自由地盤、相互作用ばねとしての Winkler 型ばね、および杭を
有限要素化した一体モデル（有限要素モデル）を扱う。このモデルは、中村、竹脇、島野により
提案されたモデルに (中村ら 1992, Nakamura et al 1996, Takewaki 1999)、工学的基盤下方へ
の波動逸散効果と動的 Winkler 型ばねを導入したモデルであり (竹脇ら 2003)、粘性境界を有す
るため、自由地盤に対する応答スペクトル法と同様の応答スペクトル法を用いることができる。 
自由地盤と杭の変位関数は、それぞれ 1 次関数、3 次関数とする。杭の減衰は考慮せず、自由
地盤の減衰は剛性比例型として扱う。Winkler 型ばねの減衰係数は、cut-off frequency を考慮し
た減衰定数（振動数依存）において、構造物‐杭系の１次固有振動数で評価したもの（振動数非
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 (5.14) 
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EI は杭の曲げ剛性であり、 は i次複素固有モードにおける杭頭の曲率である。( )iκ ( )iζ は、 i次
複素固有モードにおける杭頭曲率の杭材軸方向座標に関する微分である。 
 
5.2.3 比較検討地盤（A 地盤、B 地盤）のひずみレベル依存特性 
ここでは、A 地盤（軟弱地盤: Ground A）、B 地盤（硬質地盤: Ground B）の２種類の表層地盤




く１次元有限要素法と複素固有値解析を用いた応答スペクトル法 (Nakamura et all. 1996, 
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得られた剛性を用いた表層地盤の 1次固有周期は、A地盤の損傷限界と安全限界でそれぞれ 1.0 , 
1.6(s)、B 地盤の損傷限界と安全限界でそれぞれ 0.6 , 1.2(s)である。 
 

















































図 5.4  A 地盤（軟弱地盤），B 地盤（硬質地盤）のせん断波速度分布 
 
5.3 地盤定数の設定 
 図 5.4 に示されるような、せん断波速度の profile を有する 2 種類の地盤の各地盤定数を設定す
る。後の最適設計では、表層地盤各層の N 値、各粘性土層の一軸圧縮強さ、表層地盤の平均 N 値、
支持地盤のヤング係数が必要になってくる。図には、各層の地盤種別とせん断波速度が示されて
いる。まず、N 値から地盤のせん断波速度 を推定する簡略式(5.3.1 節)より、表層地盤各層の N
値をせん断波速度から逆算する。表層地盤各層の N 値に各層の層厚を乗じたものを全層厚で除す







5.3.1 Ｎ値から地盤のせん断波速度 SV を推定する簡略式 
 道路橋示方書・同解説 Ｖ耐震設計編（社団法人日本道路協会 2002）より、N 値とせん断波
速度 の関係は、以下のとおりである。 SV
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砂質土  1 380SV N=  (5.17a) 
粘性土  1 3100SV N=  (5.17b) 
 
上式を用いて、表層地盤各層のせん断波速度から N 値を逆算する。 
 
5.3.2 Ｎ値と uq （土の一軸圧縮強さ）の関係 
 Terzaghi-Peck は N 値と の関係を次式のように表している（社団法人地盤工学会 1998）。 uq
 
21.25 (N/cm )uq N=  (5.18) 
上式を用いて、粘性土層の一軸圧縮強さを 5.3.1 で得られた N 値より求める。 
 



















  ：せん断弾性係数 0SG
γ ：単位体積重量  3(kN/m )





4 310 10 %γ − −= ～
 
5.3.4 地盤ヤング係数と N 値の関係 
地下水のないときにはおおむね次の関係が認められる（日本建築学会 2001）。 
 





正規圧密された砂   (5.20b) 21.4 (MN/m )E N=
 
なお、Ｎ値と との関係について従来の提案式 （今井・吉村(1972)の実験式）に
よって、N値から推定した SV 用いて、(5.19a,b)式によって求めた微小ひずみ時のヤング係数 0SE








2 27 (kgf cm ) 0.7 (MN m )SE N N=    (5.21) 
 
5.3.5 Ａ地盤（軟弱地盤）の分布 
図 5.4 の A 地盤（軟弱地盤）のせん断波速度分布より各層の N 値、粘性土の一軸圧縮強度、表
層地盤の平均 N 値、および工学的基盤のヤング係数を求める。 
(5.17a,b)式を用いてせん断波速度 から N 値を導くと、図 5.5 のようになる。粘性土に関して










⋅= ∑∑  (5.22) 
 
ここに、 
iN ：第 i層の N 値 
iH ：第 i層の層厚 





るヤング係数 を適切に低減する必要がある（日本建築学会 2001）。 





00.2SE E= S 51.27 10 (kN m )2× となる。 
 
5.3.6 B 地盤（硬質地盤）の分布 
A 地盤と同様に、図 5.4 の B 地盤のせん断波速度分布より、各層の N 値、粘性土の一軸圧縮強
度、表層地盤の平均 N 値、および工学的基盤のヤング係数を求める。 
(5.17a,b)式を用いてせん断波速度 から N 値を導くと、図 5.6 のようになる。粘性土に関して




11BN = となる。工学的基盤のヤング率は、(5.19a,b)式より得られる を 20％に低減し
たものとし、
0SE
51.61 10 (kN m )× 2 となる。 
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Vs=152(m/s) → N=4  qu=50(kN/m2)


































Vs=174(m/s) → N=6  qu=75(kN/m2)
Vs=191(m/s) → N=14








5.4 A,B 地盤に対する数値例 
5.4.1 地盤強制変位による杭頭曲げモーメントと慣性力による杭頭曲げモーメント 
図 5.7 の実線（印なし）は、杭径を 0.8(m)から 3.0(ｍ)まで変化させたときの、単一点入力有限
要素モデル（SIFEM モデル）に対する応答スペクトル法を用いた損傷限界レベルにおける杭頭の
曲げモーメント最大値を表す（kinematic 効果）。このとき、上部床質量は零と仮定している。図
5.7 の破線（印あり）は、杭径を 0.8(m)から 3.0(m)まで変化させたときの、杭頭水平力 100×n 
(n=1,10) (kN)に対する、弾性支承梁理論による杭頭固定の場合の杭頭曲げモーメントを表す











0.8 (kgf cm ) 7840 (kN m )















             (5.23a-d) 
0M ：杭頭曲げモーメント ( ) kN m⋅
SH ：杭頭水平荷重 ( ) kN
β ：杭体と地盤の剛性で決まる定数 ( ) -1m
E：杭体の変形係数 ( 2kN m ) 
I ：杭体の断面二次モーメント ( ) 4m
hk ：水平地盤反力係数 
B：杭径 ( m ) 
B：無次元化杭径（杭径を で表した無次元数値） cm
0E ：表層地盤のヤング係数 
N ：表層地盤の平均 N 値 
 
ここで、各地盤の平均 N 値は、5.3.5, 5.3.6 節より A 地盤は 5, B 地盤は 11 を用いる。 
 B 地盤（硬質地盤）より A 地盤（軟弱地盤）の方が、kinematic 効果による杭頭曲げモーメン
トおよび inertial 効果による杭頭曲げモーメントの両方とも大きくなることが分かる。A 地盤で
は、杭径が 1.5m , 2m , 2.5m , 3m のときの kinematic 効果による杭頭曲げモーメントはそれぞ
れ、杭頭水平力が 100kN , 200kN , 400kN , 600kN のときの inertial 効果による杭頭曲げモーメ
ントとほぼ等しくなる。また、B 地盤では、杭径が 2m , 2.5m , 3m のときの kinematic 効果によ





































































         (a) A 地盤                 (b)  B 地盤 
 








る固有周期T に関する設計用加速度応答スペクトル AS  (m/s2, 減衰定数 0.05 に対する)は次の
ように表される。 
 
0.64 6.0 ( 0.16s)
1.6 (0.16s 0.64s)












(2) A,B 地盤に対する解析例 
図 5.8(a),(b) は、A 地盤における様々な杭サイズ (1.0, 1.5, 2.0, 2.5m) に対する場合の例であり、
kinematic 効果によって引き起こされる杭せん断力と杭曲げモーメントの最大値の分布を表して
いる。杭頭における杭せん断力はほぼ零である。これは、kinematic 効果の解析において、inertial








果と inertial 効果の両方を含む全体モデルに適応することも可能である。図 5.8(e)は、全体モデ
ルに対する応答スペクトル法によって評価された A 地盤（軟弱地盤）における杭せん断力と曲げ
モーメントの最大応答分布を表す。1.5m 径の杭で支持された 8m×8m の正方形プランの上部構




程度寄与しており、B 地盤では kinematic 効果による杭頭曲げモーメントに対する inertial 効果
による杭頭曲げモーメントの割合は 1.5 倍程度になる。この割合は、表層地盤の 1 次固有周期と
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図 5.8(f)  kinemaitc効果と inertial効果の両方を含む全体モデルに対する応答スペクトル法によ




































Find  , , ,i j gj wjA B p p  
iA ：上部構造の部材断面積 ( ) (
2cm 1i n= L  ：部材数) n
jB ：杭径 ( m ) ( 1j m= L  ：杭本数) m
gjp ：杭の主筋比 








= +∑  
where 




α ：単位体積当たりの杭の施工コスト (万円/ ) 3m
β ：鉄筋の単位体積当たりのコスト (万円/ ) 3m
γ ：コンクリートの単位体積当たりのコスト (万円/ ) 3m
L：杭長 ( m ) 




i iA A A≤ ≤ Ui
U
j
  (上部構造の部材断面積の上下限値) 
L
j jB B B≤ ≤   (杭径の上下限値) 
L U
gj gj gjp p p≤ ≤   (杭の主筋比の上下限値) 
L U





















    (杭体の応力に関する制約) 
LV R≤      (地盤の鉛直支持力に関する制約) 
0.035(m)ES ≤   (杭の沈下量に関する制約) 
 の場合、 LV <
1
3L
V R≤ TU     (杭の引抜き抵抗力に関する制約) 
  






δ ≤       (上部構造の層間変形角制約) 







  (上部構造の応力制約) 





     (杭周辺地盤の水平抵抗力に関する制約) 
SV N≤       (杭体の応力（圧縮）に関する制約) 
0 a aM M N≤ = e
a
   (杭体の応力（曲げ）に関する制約) 
SH Q≤       (杭体の応力（せん断）に関する制約) 
 の場合、 0SV <
S TV R≤ Y       (杭の引抜き抵抗力に関する制約) 
 
 [2 次設計用荷重作用時制約条件] 
 
2 uV R≤        (地盤の鉛直支持力に関する制約) 
2 uH Q≤       (杭周辺地盤の水平抵抗力に関する制約) 
 の場合、 2 0V <





 ここでは、上部構造については 2 次設計の制約条件を考慮していないため、今後の課題である。
なお、上部構造のコストは、材料費から施工費まで含め、鋼材 1ton あたり 17 万円として計算す
る。杭のコスト係数は 3α = 、 75β = （1ton あたり 9.6 万円）、 2γ = とする。各杭のコスト関数
の第 1 項は、杭の体積 2 4B Lπ に各係数を乗じてあり、α を乗じた項は施工コスト gpβ を乗じた
項は主筋の鉄筋コスト、 ( )1 gpγ を乗じた項は主筋の体積を引いた分のコンクリートコストを表
す。第 2 項の
−







考慮した。杭頭に作用する荷重（鉛直荷重V ,水平荷重 ）を以下のように表記する。 H
 
・1 次設計用長期荷重   LV
・1 次設計用短期荷重   S SV H
















FV A≤  (5.25) 
 
LV ：長期荷重作用時の鉛直荷重 ( ) kN
cF ：コンクリートの設計基準強度 (
4 22.06 10 kN m× ) 








実務設計において、長期の杭先端地盤支持力度の許容値を 2250(t m )で頭打ちさせることを考
慮する。これは、特定行政庁（東京都）の指示値である。この場合、杭の周面摩擦は考えない。

















a p p F
p
F s s u c
V R
R R R
R kN m A
R q A R
q N




⎛ ⎞= + ×⎜ ⎟⎝ ⎠
=
⎛ ⎞= +⎜ ⎟⎝ ⎠
 (5.26a-f) 
 
aR ：地盤の長期鉛直支持力 ( ) kN
pA ：杭の先端の有効断面積 ( ) 
2m
pq ：杭の先端の地盤の許容応力度 (
2t m ) 
N ：杭先端から上へB (B：杭径)下へBの範囲内における地盤の平均 N 値 
sN ：杭の周囲の地盤のうち砂質土地盤の平均 N 値 
sL ：杭がその周囲の地盤のうち砂質土地盤に接する長さの合計 ( ) m
uq ：杭の周囲の地盤のうち粘性土地盤の一軸圧縮強度の平均値 (
2t m ) 
cL ：杭がその周囲の地盤のうち粘性土地盤に接する長さの合計 ( ) m



















−= B  (5.27a,b) 
 





q：基礎に作用する荷重度 ( 2kN m ) 
SE ：支持地盤のヤング率 (
2kN m ) 
Sν ：支持地盤のポアソン比 
 













TU sti si cti ci
V R
R L Lτ τ ψ
≤
= +∑ ∑ W+
 (5.28a,b) 
 
TUR ：最大引抜き抵抗力 ( kN ) 
stiτ ：砂質土の i 層における杭引抜き時の最大周面摩擦力度で、 
押込み時の極限周面摩擦力度の 2/3 とする ( 2kN m ) 
ctiτ ：粘性土の i 層における杭引抜き時の最大周面摩擦力度で、 
押込み時の極限周面摩擦力度と同一とする ( 2kN m ) 
siL ：砂質土の i 層における杭の長さ ( m ) 
ciL ：粘性土の i 層における杭の長さ ( m ) 





実務設計において、短期の杭先端地盤支持力度の許容値を 2500(t m ) で頭打ちさせることを考
























SV ：短期荷重作用時の鉛直荷重 ( ) kN
yR ：地盤の短期鉛直支持力 ( ) kN
2yR ：損傷限界支持力 ( ) kN







f s s c c
R R R
R N A






pR ：極限先端支持力 ( ) kN
fR ：極限周面摩擦支持力 ( ) kN
sτ ：砂質土の極限周面摩擦力度 ( 2kN m ) 








H Q≤  (5.31) 
 
SH ：短期荷重作用時の水平荷重 ( ) kN
uQ ：極限水平抵抗力 ( kN ) 
 












2 2 M⎛ ⎞ ⎛ ⎞ ⎛




c B B c B B c B










c B c B c B




B：杭径 ( ) m
L：杭長 ( ) m
uc ：非排水せん断強度 (
2kN m ) 
















K B B B K Bγ γ









K B K Bγ γ




γ ：土の単位体積重量 ( 3kN m ) 























aN ：短期許容軸力 ( ) kN
0iM ：短期荷重作用時の上部構造からの慣性力による杭頭モーメント ( ) kN m⋅
0kM ：損傷限界時の運動学的効果による杭頭モーメント ( kN m⋅ ) 
aM ：短期許容曲げモーメント ( kN m⋅ )  
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iSH ：短期荷重作用時の上部構造からの慣性力による杭頭水平荷重 ( kN ) 
β ：杭体と地盤の剛性で決まる定数 ( ) -1m
E：杭体の変形係数 ( 2kN m ) 














































− + =  (5.37) 
 
nS ：中立軸に関する有効等価断面の 1 次モーメント ( ) 
2m
nI ：中立軸に関する有効等価断面の 2 次モーメント ( ) 
4m
nx ：曲げ材の圧縮縁から中立軸までの距離 ( ) m
cf ：コンクリートの許容圧縮応力度 (
2kN m ) 
r cf ：鉄筋の許容圧縮応力度 (
2kN m ) 
tf ：鉄筋の許容引張応力度 (
2kN m ) 
cd ：曲げ材の圧縮縁から圧縮鉄筋重心までの距離 ( ) m
td ：曲げ材の引張縁から引張鉄筋重心までの距離 ( ) m
n：コンクリートに対する鉄筋のヤング係数比 
 






































eA ：等価断面積 ( ) 
2m
gI ：等価断面の重心に関する 2 次モーメント ( ) 
4m
g：等価断面の重心と断面の最大圧縮応力度をうける縁との距離 ( m ) 
cd ：曲げ材の圧縮縁から圧縮鉄筋重心までの距離 ( ) m 
ただし、等価断面とは鉄筋断面積をヤング係数比倍して算定した断面をいい、有効断面とは引張














sin 2 cos cos cos
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θ θ θ π θ




⎧ ⎫′⎪ ⎪⎛ ⎞= +⎨ ⎬⎜ ⎟⎝ ⎠⎪ ⎪⎩ ⎭
⎧ ⎫= + − −⎨ ⎬⎩ ⎭
⎧ ⎫⎛ ⎞ ⎛= + − +⎨ ⎬⎜ ⎟ ⎜⎝ ⎠ ⎝⎩ ⎭




r：コンクリート断面の半径 ( m ) 








= −  (5.40a,b) 
















F ：鉄筋の許容応力度の基準強度 ( 5 22.94 10 kN m× ) 
 
⑧ 杭体の応力（せん断）に関する制約 
 許容せん断力の評価は、文献 (日本建築学会 1982）(p195-196)の柱に対する評価式を用いる。 
 
S aH Q≤  (5.42) 
 




({ )}0.5 0.002a s w t wQ bj f f p′= + −  (5.43) 
 
wp′ の値が 1.2%をこえる場合は、1.2%として許容せん断力を計算する。 
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b：断面積が等しい正方形の 1 辺 ( 2
4
b π= B ) ( ) m
j：杭の応力中心距離で ( )7 8 d とすることができる ( ) m
d ：杭の有効せい（圧縮縁から引張鉄筋重心までの距離）( ) m
wp′ ：帯筋比  
w wp a bx′ =  
wa ：1組の帯筋の断面積 ( ) 
2m
x：帯筋間隔 ( ) m
 
sf ：コンクリートの許容せん断応力度 (
2kN m ) 
w tf ：帯筋のせん断補強用許容引張応力度 (















0SV < の場合、 
 
( )( )2 3
S TY
TY sti si cti ci
V R
R L Lτ τ ψ
≤
= +∑ ∑ W+  (5.45a,b) 
 





次設計用荷重作用時の鉛直荷重が、終局限界支持力 uR 以下であるという条件。 
 
2 uV R≤  (5.46) 
 
2V ：2 次設計用荷重作用時の鉛直荷重 ( ) kN







2 uH Q≤  (5.47) 
 
2H ：2 次設計用荷重作用時の水平荷重 ( kN ) 
 
⑫ 杭の引抜き抵抗力に関する制約 






TR sti si cti ci
V R
R L Lτ τ ψ
≤
= +∑ ∑ W+  (5.48a,b) 
 









 令第 82 条の 2 では、高さ 60m 以下でルート 1 （木造建築物等）以外の方法で設計する場合は、
層間変位角が 1/200 以内であることを確かめるように規定している。なお、1/200 の制限値は、
ALC 板などの外装材を建物の変形に追従できるように取り付ければ、1/120 まで緩和することが






δ ≤  (5.49) 
 
  cδ ：柱の層間相対変位 ( cm ) 
  ：柱の部材長さ ( cm ) cL
  UR ：層間変形角の制限値 
 
② 剛性率の制約 
令第 82 条の 3 では、高さ 31m 以下でルート 1 （木造建築物等）以外の方法で設計する場合は、









=  (5.50a,b) 
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ここに、 sγ ：当該層間変形角の逆数 ( s hγ δ= ) 






















bδ ：梁のたわみ ( cm ) 
0bδ ：単純梁のたわみ ( cm ) 
1bδ ：端部モーメントによるたわみ ( cm ) 




























w：単位長さ当りの荷重 ( t cm ) 
1M ：長期梁左端曲げモーメント ( t cm⋅ ) 
2M ：長期梁右梁曲げモーメント ( t cm⋅ ) 
E：ヤング係数 ( 2t cm ) 


























⎧ ⎫⎪ ⎪= − ⋅⎨ ⎬Λ⎪⎩





ただし、 bf f≤ でなければならず、本研究では とする。 21.6(t/cm )tf =
上記値は長期許容曲げ応力度であり、短期については 1.5 倍する。 
ここに、 bf ：許容曲げ応力度 ( ) 
2t/cm
    tf ：許容引張応力度 ( ) 
2t/cm
bl ：圧縮フランジの支点間距離（横座屈長さ）( ) cm
    ：横座屈用断面二次半径 ( cm ) bi
C：補正係数（部材における曲げモーメント分布によって決まる係数であり、曲げモー
メントの最大値が部材端にない場合は 1C = とする。） 




1.75 1.05 0.3M MC
M M
⎛ ⎞ ⎛ ⎞= − +⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎝ ⎠ ⎝ ⎠
2   （但し、2.3 以下） 
      ：限界細長比 Λ





πΛ =  
       
F ：鋼材の基準強度 ( 2t cm ) 









座屈形を考え、座屈長さは材長の 1/2 とする。すなわち、 
cl
 
0.5c cl L=  (5.53) 
 
よって、許容圧縮応力算定用細長比 cλ は 
 
c cl iλ =  (5.54) 
ここに、 ：断面２次半径 (i I A= ) 
長期許容圧縮応力度は次のようになる。 
 





⎧ ⎫⎪ ⎪⎛ ⎞= −⎨ ⎜ ⎟Λ⎝ ⎠⎪ ⎪⎩ ⎭⎬
   ただし、
23 2
2 3
cλν ⎛ ⎞= + ⎜ ⎟Λ⎝ ⎠  (5.55a) 
(b) cλ > Λのとき 




Ff ν λ= Λ    ただし、
13
6




































σ =  
曲げモーメントM は梁両端と中央の 3 箇所で確認する。 
Z ：断面係数, bf ：許容曲げ応力度 
 
柱部材の制約条件 
 柱に関しては、曲げ応力度 bσ と軸方向応力度 cσ の組合せ応力度に関する検討を行う。 
2) 曲げ応力度と軸方向応力度の組合せに対する安全性の確認 
  1.0b c
b cf f
σ σγ = + ≤  (5.57) 
  ここに、 ,b c
M N
Z A
σ σ= =  
曲げモーメントM は梁両端の 2 箇所、軸力 は 1 箇所で確認する。 N


















kA  1kA 上部構造設計変数+








5.7 上部構造 3 スパン 10 層モデル、2 種類の表層地盤モデルに対する数値例 
5.7.1 対象モデルと荷重条件 
・ 上部構造は、3 スパン 10 層の鋼構造平面骨組モデルとする。 
・ 杭基礎は図 5.4 に示されるような A 地盤（軟弱地盤：Ground A）、B 地盤（硬質地盤：Ground 
B）の 2 種類の表層地盤モデルに設置された場所打ちコンクリート杭とする。A 地盤に設置さ




配面積は 260m であり、梁に 49 kN m の等分布荷重を作用させる。 
・ 地震荷重として Ai 分布から算定した水平荷重を作用させる。一次設計は 0 0.2C = の地震荷重







柱断面積：  230 1454cm 
梁断面積：  230 770.1cm 
杭径：0.8  3.0m 
主筋比：  0.4 1.2% 
帯筋比：  0.2 1.2% 
[1次設計用短期荷重作用時制約] 
上部構造各層間変形角 1 175≤  
[柱と梁の断面性能] 
従来の最適設計問題で扱われてきた断面表現は、断面性能の諸量 p（断面二次モーメント、









, , ,w fH B t t
f
,
, , ,wH B t t
cm
A


















































= −  (5.58a-g) 
・基礎梁 









































507.2 560.2 560.2 507.2
445.7 458.8 458.8 445.7
450.3 459.5 459.5 450.3
443.8 456.9 456.9 443.8
455.6 457.2 457.2 455.6
462.3 455.1 455.1 462.3
461.2 454.9 454.9 461.2
458.7 458.7 458.7 458.7
457.9 456.3 456.3 457.9

























図 5.12 A 地盤に対する最適解（運動学的効果を考慮） 
 
コスト 
基礎梁を除いた全コストは 3006 万円、上部構造 1461 万円、杭基礎 1545 万円となった。 
 
Activeになる制約条件 
・ 第 3,7,8 層の層間変形角制約 
・ x 方向正の水平荷重載荷時、左から 4 番目の杭の短期鉛直支持力の制約。 





表 5.1 慣性力による杭頭断面力と運動学的効果による杭頭断面力との比較（A 地盤） 
  
短期荷重作用時（損傷限界レベル）杭頭モーメント、ｘ方向正の水平荷重載荷時 
 左から 1 番目の杭 2 番目の杭 3 番目の杭 4 番目の杭 
慣性力によるもの 578 2905 3019 815 
運動学的効果によるもの 121 579 579 121 
                                                                         （単位：kN m） 
 
短期荷重作用時（損傷限界レベル）杭頭せん断力、ｘ方向正の水平荷重載荷時 
 左から 1 番目の杭 2 番目の杭 3 番目の杭 4 番目の杭 
慣性力によるもの 222 747 777 313 




 左から 1 番目の杭 2 番目の杭 3 番目の杭 4 番目の杭 
慣性力によるもの 283 933 972 384 





















B 地盤に対する最適解を図 5.13 に示す。 
 










417.5 641.7 641.7 417.5
403.1 332.8 332.8 403.1
436.4 416.8 416.8 436.4
437.1 445.7 445.7 437.1
426.9 379.9 379.9 426.9
416.3 385 385 416.3
414.3 397.3 397.3 414.3
409 399.1 399.1 409
404.3 396 396 404.3

























図 5.13 B 地盤に対する最適解（運動学的効果を考慮） 
 
コスト 
基礎梁を除いた全コストは 2317 万円、上部構造 1365 万円、杭基礎 952 万円となった。 
 
Activeになる制約条件 
・ 第 2,4,5,7,8 層の層間変形角制約 
・ 第 1 層の左梁左端の長期応力制約、第 1 層の右梁右端の長期応力制約。 
・ x 方向正の水平荷重載荷時、左から 4 番目の杭の短期鉛直支持力の制約。 







表 5.2 慣性力による杭頭断面力と運動学的効果による杭頭断面力との比較（B 地盤） 
 
短期荷重作用時（損傷限界レベル）杭頭モーメント、ｘ方向正の水平荷重載荷時 
 左から 1 番目の杭 2 番目の杭 3 番目の杭 4 番目の杭 
慣性力によるもの 310 2350 2400 468 
運動学的効果によるもの 23 147 147 23 
                                                                         （単位：kN m） 
 
短期荷重作用時（損傷限界レベル）杭頭せん断力、ｘ方向正の水平荷重載荷時 
 左から 1 番目の杭 2 番目の杭 3 番目の杭 4 番目の杭 
慣性力によるもの 163 816 833 246 




 左から 1 番目の杭 2 番目の杭 3 番目の杭 4 番目の杭 
慣性力によるもの 215 1021 1039 297 






















A 地盤に対する最適解を図 5.14 に示す。 
 










401.5 506.1 506.1 401.5
429.5 422.3 422.3 429.5
410.6 429.2 429.2 410.6
414.6 432.5 432.5 414.6
409 441.4 441.4 409
409.2 448.6 448.6 409.2
414.7 433 433 414.7
435.8 431.5 431.5 435.8
435.3 434.7 434.7 435.3

























図 5.14 A 地盤に対する最適解（運動学的効果を考慮しない） 
 
コスト 
基礎梁を除いた全コストは 2716 万円、上部構造 1357 万円、杭基礎 1359 万円となった。 
 
Activeになる制約条件 
・ 第 2,4,6,7,8,9 層の層間変形角制約 
・ 第 1 層の左梁左端の長期応力制約、第 1 層の右梁右端の長期応力制約。 
・ x 方向正の水平荷重載荷時、左から 4 番目の杭の短期鉛直支持力の制約。 






B 地盤に対する最適解を図 5.15 に示す。 
 










397.5 510.4 510.4 397.5
421.8 397.3 397.3 421.8
410 428.3 428.3 410
439.8 433.2 433.2 439.8
452.8 428.2 428.2 452.8
450 401.8 401.8 450
418.5 408.2 408.2 418.5
415 410.8 410.8 415
413 413.2 413.2 413

























図 5.15 B 地盤に対する最適解（運動学的効果を考慮しない） 
 
コスト 
基礎梁を除いた全コストは 2270 万円、上部構造 1371 万円、杭基礎 899 万円となった。 
 
Activeになる制約条件 
・ 第 2,4,6 層の層間変形角制約 


















・ 杭径、および 1 層の柱の断面積は、中央が大きくなり、隅が小さくなる傾向がある。 
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‐杭‐地盤系を SR ばねで支持された 1 自由度系モデルにより表現する方法を展開している。特
に、第 3 章のモデルとは異なり、水平・回転ばね、および対応するダッシュポット減衰係数の間
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